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アフリカ ・ラテンアメリカの債務問題

調整下の経済成長の可能性について

本　田　　　豊

はじめに

　発展途上国の経済状態は，一部の地域を除くと ，いまだ改善の方向を示して

おらず，特にアフリカ ，ラテンアメリカの経済状況は危機の度を深めている 。

両地域の経済危機を一刻も早く打開するため，包括的戦略を国際的合意の基で

作成し実践することは，世界経済の最も重要な課題の一つとな っているが，本

論文は包括的戦略の中心的課題である ，両地域の抱える累積債務問題をコント

ロールしながら ，いかにして経済成長を高めていくかという問題を取り上げる 。

　本論文ではまず，両地域の経済構造の特徴を考慮した簡単な計量マクロモデ

ルを作成し，そのモデルを使って，累積債務問題をコントロールしながら経済

成長を高めていくための，政策手段とその政策効果を分析し，危機打開の方向

性として，当該地域の経済構造調整とそれに対応する先進国の経済援助政策が

必要であることを明らかにする 。
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［１１アフリカ ・ラテンアメリカの計量マクロモデルの

　　特徴とフレームワーク

　アフリカ及びラテンアメリカという二つの発展途上地域の計量マクロモデル

を作成するにあたり ，次のような諸点を考慮した 。

　¢　生産は，供給サイドで決まる 。

　先進国の場合，一般にはケインズ理論を背景に需要先決型の計量マクロモデ

ルが作成されるが，途上国特にここで取り上げる地域の経済成長を考えると
，

それを制約しているのは，需要不足ではなく生産能力そのものであるから ，供

給先決型のモデルを作成するのが妥当である。さらに本稿では，外生的諸要因

の変化による経済成長と累積債務の変化をシミュレーシ ョン分析によっ て「長

期的」に把握することを試みるので，生産は供給サイトで決まると仮定するの

が適当であろう 。

　モデルの中では，まず生産能力が，投資→資本ストッ ク→生産能力というメ

カニスムによっ て決まり ，次に需要要因や期待物価上昇率等によっ て稼働率が

与えられると生産が決まるということになる 。

　モデルでは，消費関数を特定化する一方，需要サイドのＧＤＰ定義式を省略

しているので，ここで消費関数の意味するところは，生産が決まり ，家計の消

費行動が所与であれば，事後的に消費は決まるということになる 。即ち，供給

が決まり ，消費以外の需要項目が決まれば，その残差として消費が決まるとい

うことを暗黙に想定している 。

　尚供給サイドの分析にあた っては，産業分類を一定行 っている 。当該地域の

経済開発を考える場合，特に農業部門を重視して育成していく必要があり ，投

資の増大がどの程度農業生産に貢献するかを，他の産業部門とは切り放して考

えている 。

　　　資本財輸入が経済に与える影響を考慮 。
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図１

　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第１号）

アフリカ ・ラテンアメリカの投資と対先進国実質輸入の相関図

　　　　　　　　　　　　　（単位 ：いずれも１００万ドル，１９８０年ドル価格）

（１）アフリカ

　　　　相関図 横軸 ＝ＥＳＥＡＦＺ 縦軸 ＝ＩＡＦ

１０５４Ｅ＋０２

９４６７Ｅ＋０１

８３９４Ｅ＋０１
４９５０６ ６８８７９ ８８２５３

（２）ラテンアメリカ

　　　　相関図 横軸 ：ＥＳＥＬＡＺ 縦軸 ＝ＩＬＡ

１８７３Ｅ＋０２

１５８２Ｅ＋０２

　　　 １２９１Ｅ＋０２５６１９８

　　　　　　 ７０６９２ 　　　　　　
８５１８７

　両地域の投資と対先進国輸入の相関関係が高いということは，図１によっ て

一応よみとることができ ，対先進国輸入が増えると両地域の投資も増え，逆は

逆という関係があることがわかる 。

　このことは，当該地域が資本財を自給できるほどに，経済発展をしていない

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６）



　　アフリカ ・ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について（本田）６７

ため，結局先進国から資本財を輸入しなければ，投資をすることはできないと

いうことを示している 。資本財の輸入増大は，投資の増大をもたらす一方で ，

債務残高を増大させ，それによっ て， 資本財輸入拡大にブレーキがかかり ，投

資の停滞をもたらす可能性があるが，本モテルではこのような資本財輸入の経

済波及メカニズム（悪循環メカニズム）を考慮している 。

　この悪循環メカニズムを打破するため，先進国の経済援助政策が重要となる 。

資本財輸入が増え債務が増えても ，それを一定削減することができれば，持続

的に資本財輸入を行うことができ ，投資の持続的拡大も可能になり ，経済開発

を軌道にのせることができるかもしれない。このように，資本財輸入の波及メ

カニズムを考慮するということは，先進国の経済援助政策の有効性を分析する

という視点からも大変重要である 。

　　　インフレーシ ョンの原因及びそれが経済に与える影響 。

　両地域では，インフレーシ ョンが１曼性化しており ，このインフレーシ ョンが

どの様に経済に影響があるかを分析する必要がある 。しかし，データ上の制約

によっ て分析に限界があり ，特に，貨幣賃金率のデータがないため，インフレ

ーシ ョン発生の国内的要因として最も重要な，賃金と物価のスパイラル現象が

実物経済に与える影響を十分には分析するができない。ここで考慮するインフ

レーシ ョンの原因は，おもに対外的要因，即ち輸入物価や為替レートの変化で

あり ，国内的要因としては，需給要因とコスト要因として貨幣賃金率の代理変

数を一部取り入れるのにとどまっ ている 。

　インフレーシ ョンの波及メカニズムは，投資及び消費への影響を考慮してい

る。 途上国のインフレーシ ョンは　般的には，投資活動にマイナスに作用する

が， その原因として二つ考えられる 。一つは，不確実性の存在によっ て， 投資

行動が消極的にならざるをえないということである 。もう一つは，ここでいう

投資は，民問設備投資だけでなく ，公共投資も多く含んでおり ，インフレーシ

ョンによっ てこの公共投資が減少するということである 。インフレーシ ョンが

進行すると ，財政支出を増やさざるをえなくなるが，税収基盤が弱いためマネ

ーサプライが増大し，インフレーシ ョンを加速する 。このような事態を回避す

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７）
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るためには，政府支出をできるだけ削減せざるを得ないが，政府消費支出は ，

国民の生活に密接に結び付いているため，それを強引に削減すると国民の反発

をかい，国内秩序を乱す可能性があり ，政府としては，国民生活に短期的には

余り影響しない公共投資を削滅することによっ て， インフレーシ ョンの悪性化

を防ごうとするであろう 。このような原因によっ て， インフレーシ ョンは投資

にマイナスに作用すると考えられるのである 。

　＠　為替レートが経済に与える影響の考慮 。

　両地域は，少しでも累積債務問題を緩和するため，輸出額の増大を目指して

いる 。輸出額を増やすためには，品質を高め，非価格競争力を強化することが

重要であるが，当該地域のように発展途上にある地域は，それが困難である 。

結局価格競争力に頼らざるを得なく ，できるだけドル建て輸出価格を低く抑え

ようと ，為替政策として自国通貨の切下げを行うことになる 。しかし，為替レ

ート切下げによっ て輸出量は増えたしても輸出額が増えるという保証はなく ，

逆に輸入価格上昇がインフレーシ ョンという副作用を及ぼし，　で述べたよう

な原因によっ て， 投資を減少させ，経済成長を抑制する可能性がある 。為替政

策に頼った輸出拡大政策の問題点を明らかにすることが，＠に留意する理由で

ある 。

　　　経済援助効果の波及メカニズムの考慮 。

　当該地域の経済的期の状況を打開するためには，先進国の広い意味での経済

援助（０ＤＡ，直接投資，債務削減等）の抜本的強化がどうしても必要である 。そ

の際，どの様なメカニズムを通して経済援助は経済に波及するかを考慮する必

要がある 。ここでは，広い意味での経済援助拡大が，累積債務を削減し，それ

が資本財輸入（対先進国輸入で代理）を増やし，投資拡大に結ぴ付くというメカ

ニズムを導入した。但しここでは，広い意味での経済援助を細分化し，それぞ

れの項目がどの様な効果を持つかという詳細なところまでは，データの制約に

よっ て分析できない限界を持っている 。

（６８）



アフリカ ・ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について（本田）６９

［２１アフリカの簡単な計量マクロモデルと経済構造の特徴

　（１）　供給ブロック

　産業を農業，鉱業，工業，第三次産業に区分し，特に農業，鉱業，工業の生

産動向の特徴を見るため，これらのデータをプロットしたものが図２である 。

　図２からまず，農業の生産は時間と共に上昇傾向を持つが，その傾向から外

れて，生産が落ち込んでいる年が見受けられる 。この問の農業生産人口は上昇

傾向をとっ ているので，他の条件が同じであるとすれば，農業生産も明白な上

昇傾向を持つはずである 。にもかかわらず生産落ち込みの年がみられるのは ，

外的条件の変化が大きく影響していると考えられる 。その外的条件の変化とは ，

戦争や異常気象である 。そこで，本来農業部門に生産能力という概念の導入は

しないが，もし戦争や異常気象が生じなかったらどれだけの農業生産が可能で

あっ たかということをみるために，農業生産能力をもとめ，この農業生産能力

が， 資本ストッ クの増大によっ てどれほど増えるかをみることにする 。

　鉱業生産の特徴を図３からみると ，１９８２年をピークに傾向的に下落している

ことがわかる 。アフリカの鉱業生産に影響を与えるのは，国内要因より ，対先

進国輸出や逆に対外輸入などの外的要因が大きく作用すると考えられる 。即ち ，

アフリカの鉱業生産は，内需より外需に大きく依存し，先進国の需要が増えれ

ば， 生産も増え，逆は逆ということになり ，さらに国内の鉱業晶の輸入が増え

れば，国内の生産が減少するということになる 。特に，１９８２年以降鉱業生産が

傾向的に下落しているのは，省エネ等による先進国の鉱業品に対する需要減退

を反映していると考えられる 。

　このような鉱業生産の減少傾向から ，鉱業部門は慢性的に過剰生産能力を抱

えており ，新たに投資が行われ，生産能力が拡大したとは考えられない。そこ

で鉱業の生産能力は，生産のピーク時である１９８２年の水準を維持してコンスタ

ントと仮定し，現実の生産は，外需の変動による稼働率の変化によっ て決まる

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９）
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図２　アフリカの産業別実質生産（縦軸単位いずれも１００万トル，１９８０年ドル価格）

　　　　　　　　　　実線 ：ＹＡＦＡ（農業）
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と考える 。

　一方，工業生産は，時問と共に明白な上昇傾向をもち，資本ストッ クの増大

が工業生産の増大につながっていると考えることができ ，工業生産は，資本ス

トッ クで説明することにする 。尚，第三次産業の生産は，基本的に第一次産業

と第２次産業の生産に依存して決まると考え，これらの生産を説明変数として

考える 。

　以上のことに留意して，構造方程式を推定すると次のようになる 。

　¢　農業生産能力

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＬＯＧ（ＰＯＹＡＦＡ）＝十１０ ．９６６６＋Ｏ ．０３３８７６２ＬＯＧ（ＫＡＦ（一１））

　　　　　　　　　　　　　　　（４２３ ．３１）　　（１６ ．８２）

　　　　決定係数＝Ｏ ．９６５３９標準誤差 ＝０ ．０１　ダービンワトソン比 ＝１ ，０２８

　　　工業生産

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＬＯＧ（ＹＡＦＭ）＝十８ ．７７７０３＋Ｏ ．１４７７６ＬＯＧ（ＫＡＫ（一１））

　　　　　　　　　　　　　　（９８ ．１３）　　（２１ ．２５）

　　　　決定係数＝Ｏ ．９７８２７標準誤差 ＝０ ．０２　ダービンワトソン比 ：１ ，６６５

　　　鉱業生産稼働率

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＬＯＧ（ＹＡＦＫＫＡＤＯ）＝一３８５１３５＋０５１２５７ＬＯＧ（ＥＡＦＳＥＺ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（一５ ．３８）　　　（７ ．０２）

　　　　　　　　　　　　　　　　一〇 ．１７６８５ＬＯＧ（ＥＳＥＡＦＺ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（一２ ．９１）

　　　　決定係数＝Ｏ ．８２９５１標準誤差 ＝０ ．０３　ダービンワトソン比 ＝２ ，０６３

　＠　第三次産業生産

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＬＯＧ（ＹＡＦ３）：一０ ．６７７３８＋Ｏ ．８１０４９ＬＯＧ（ＹＡＦＭ）

　　　　　　　　　　　　　（一〇 ．４０）　　（１４ ．３９）

　　　　　　　　　　　　十０ ．３７０６８ＬＯＧ（ＹＡＦＡ）

　　　　　　　　　　　　　　（２ ．０７）

　　　　決定係数＝Ｏ ．９７８５５標準誤差 ＝０ ．０２　ダービンワトソン比 ：１ ，４２４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１）
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これの推定結果から，次のようなことがいえる 。まず，資本ストッ クが増大し

ても ，それが農業の生産能力や工業生産の増大に与える効果は，非常に小さく ，

資本生産性が低いことがわかる 。このことは，経済開発のため多額の投資が行

われても ，それが効率的ではなかったということを意味する 。特にアフリカヘ

の経済援助では大型プロジェクトの投資が大きなウェイトを占めているが，そ

れがアフリカの現状にそぐわず，十分効果を発揮する以前に，大型プロジ ェク

トが多く破棄されていることの現実を示している 。このように資本生産性の極

端な低さは，今後の経済援助のあり方に大きな問題を提起していると思われる 。

　（２）国内需要ブロンク

　投資関数の推定にあた っては，国内の景気動向や国内での資金調達（貯蓄）

の程度が投資に与える効果を見るため，代理変数としてＧＤＰを用い，また国

内のインフレーシ ョンが経済に与える影響を見るため，一期前の卸売物価指数

を説明変数とした。さらに，資本財の輸入をどの程度確保できるかが，投資に

大きく影響するという視点から ，対先進国輸入を説明変数とした。推定結果は ，

３つの説明変数いずれも一応有意な結果を得ることができたが，決定係数が若

干低いなど今後の改善の余地を残している 。しかし，データの制約や本稿の分

析趣旨から判断するとまずまず妥当な結果ということができる 。

　消費関数は，習慣形成型の消費関数を基本に，物価上昇率が実物消費経済に

与える影響も見るために，ＧＤＰ，一期前消費，物価上昇率を説明変数として

推定した。その結果，ＧＤＰ，一期前消費は有意であることがわかったが，物

価上昇率は，有意でなかった。このように，インフレーシ ョンは，投資と違 っ

て， 家計の消費行動には余り影響をあたえていないことがわかる 。

　投資関数，消費関数の推定結果は，次の通りである 。

　○投資関数
　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＬＯＧ（ＩＡＦ）＝一９２０３７７＋０２８０９８ＬＯＧ（ＥＳＥＡＦＺ）

　　　　　　　　　　（一１ ．０６）　（２ ．９６）

（７２）
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　　　　　　　－Ｏ ．２０２０１ＬＯＧ（ＰＷＡＦ）（一１）十１ ．４２７５０ＬＯＧ（ＧＤＰＡＦ（一１））

　　　　　　　　（一１ ．８１）　　　　　　（１
．８８）

　　　決定係数＝Ｏ ．８４４２０標準誤差 ＝Ｏ ．０３　ダービンワトソン比 ＝１ ，８１８

　消費関数
　　（１９７７－１９８７）

　　　ＣＡＦ：一５５１０９ ．８＋Ｏ ．５１２６８ＧＤＰＡＦ＋Ｏ ．３９０００ＣＡＦ（一１）

　　　　　　　（一１ ．０３）　（２ ．０６）　　　（１ ．４９）

　　　決定係数＝Ｏ ．８６４６６標準誤差 ＝８３７３ ．２５

　　　ダービンワトソン比 ＝１ ．８０２

　（３）輸出 ・輸入プロック ，及び債務プロック

　発展途上国の貿易相手としては，先進国が圧倒的な位置を示し，アフリカも

その例外ではない。今後は，途上国間の貿易をさらに発展させ，途上国問の経

済関係を強化することが，先進国からの経済的自立を実現するために，重要と

なるであろう 。しかしここでは，アフリカの現在の経済的危機をどの様に打開

し， それに先進国がとの様に貢献していくかという視点を重視しているため ，

先進国との貿易関係のみを考慮する 。

　アフリカの対先進国輸出関数の特定化では，通常の所得要因と相対価格要因

を考慮し，フィソトをよくするため，若干のタミー処理を行 った。推定結果を

見ると ，短期の所得弾力性，価格弾力性はそれぞれＯ ．３２８，Ｏ ．３６９，長期の所得

弾力性及ひ価格弾力性は０５２，０５８となり ，途上国特有の弾力性の低さをみる

ことができる 。

　一方，アフリカの対先進国輸入関数は，価格要因と相対価格要因に加えて ，

アフリカの実質債務残高を説明変数として，追加した。その理由は，累積債務

問題に苦しむ段階に経済がある場合，累積債務残高が増大すると債務増大を

少なくするために，輸入削減政策をとらざるを得ないことを考慮したためであ

る。

　推定の結果，実質債務残高の増大が，対先進国輸入削減に影響を及ぶすこと

を読み取ることができる 。所得弾力性，価格弾力性は，それぞれＯ ．８７ ，Ｏ ．８５と

　　　　　　　　　　　　　　　　（７３）
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なり ，対先進国輸出に比していずれも高くなっ ている 。特に，所得弾力性の大

きさの違いは，債務問題を考えた場合留意しておく必要がある 。

推定結果は次の通りである 。

¢対先進国輸出関数

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＬＯＧ（ＥＡＦＳＥＺ）：十１ ．８０２３７＋０ ．３２７９８ＬＯＧ（ＧＤＰＳＥ）

　　　　　　　　　　　　　　（Ｏ ．３５）　（１ ．２５）

　　　　　　十００１１４６７２ＬＯＧ（ＧＤＰＳＥ８０）十０３６８９８ＬＯＧ（ＥＡＦＳＥＺ（一１））

　　　　　　　　（７ ．０５）　　　　　　　（３ ．１９）

　　　　　　一０３６８４８ＬＯＧ（ＰＥＡＦ／ｐＥＰＲ）一０２４６１７Ｔ８６

　　　　　　　　（一３ ．６２）　　　　　　　（一６ ．４９）

　　　　決定係数＝０ ．９５５６７標準誤差 ＝０ ．０３　ダービンワトソン比＝１ ，９０２

　　対先進国輸入関数

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＬＯＧ（ＥＳＥＡＦＺ）：十６０１０１４＋０８７０１５ＬＯＧ（ＧＤＰＡＦ）

　　　　　　　　　　　　　　　（Ｏ ．６３）　（１ ．０３）

　　　　　　　　　　　　　　一０ ．８５６３６ＬＯＧ（ＰＥＳＥ（一１）／ｐＥＡＦ（一１））

　　　　　　　　　　　　　　　（一４ ．００）

　　　　　　　　　　　　　　一０５３７５２ＬＯＧ（ＤＳＡＦ＊１００／ｐＭＡＦ）

　　　　　　　　　　　　　　　（一４ ．１１）

　　　　決定係数：０ ．８８２４９標準誤差 ＝Ｏ ．０６　ダービンワトソン比 ＝２ ．０３８

　債務フロソ クは，簡略化して一本の式で表現している。債務増から経常収支

の黒字を引いた分が，資本流入という形でファイナンスされねばならない。ア

フリカの経常収支を基本的に規定しているのは，対先進国の貿易収支及び債務

に対する利払いであるので，これらのことを考慮して，最も単純に債務残高を

特定化し推定すると次のように表すことができる 。

　　　累積債務残高

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＤＳＡＦ：十９４０３４２－０７０５２３（ＥＡＦＳＥ－ＥＳＥＡＦ）

　　　　　　　　　（５ ．０３）　　　　（一６ ．４７）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４）
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　　　　　＋Ｏ
．８７１０５（ＤＳＡＦ（一１）十ＬＩＢＯＲ＊ＤＳＡＦ（一１）／１００－ＯＣＡＦ）

　　　　　　（３７ ．０４）

　決定係数＝０ ．９９２８０標準誤差 ＝２５６８ ．４５　ダービンワトソン比 ＝１ ．２７６

　（４）価格ブロック

価格ブロッ クは，輸出 ・輸入価格，卸売物価からなっ ている 。輸出価格（ド

ル建て）は，国内要因として卸売物価を考慮し為替レートでドル建てになおし

て， 説明変数にすると共に，一次産晶市場の動向に影響を受けると考え，世界

一次産晶輸出価格を説明変数として，推定を行 った 。

　輸入価格は，世界財市場の中で，石油市場，一次産品市場，工業製晶市場を

考慮し，そこで決まる世界石油輸出価格，世界一次産品輸出価格，世界工業製

品輸出価格で特定化した。尚ここでは，先進国輸出価格がデータとして必要と

なるが，先進国輸出価格も世界市場で決まると考えた。但し，先進国輸出価格

の説明変数として，世界一次産晶輸出価格は有意に現れず，世界工業製品輸出

価格と世界石油輸出価格で説明している 。

　卸売物価は，対外的 コスト要因として輸入価格（ドル建て）と為替レートを

分離して説明変数とし，国内要因として需給状況を反映するため，特に農産物

市場の需給状況を説明変数に追加した。尚，賃金と物価のスパイラル現象を説

明する変数を追加しようとしたが，データの制約によっ てそれができておらず ，

今後の課題として残されている 。

　推定の結果をまとめると次のようになる 。

　¢　輸出価格

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　 ＬＯＧ（ＰＥＡＦ）＝一２１８２８６＋０５５７５５ＬＯＧ（ＰＷＡＦ／ＲＥｘＡＦ）

　　　　　　　　　　　　（一２ ．２９）　（８ ．１０）

　　　　　　　　　　　　十１ ．４７５９６ＬＯＧ（ＰＥＰＲ）

　　　　　　　　　　　　　（６ ．８７）

　　　　決定係数：Ｏ ．９０９５１標準誤差 ＝Ｏ ．０６　ダービンワトソン比 ：１ ．７３５

（７５）
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　輸入価格
　　（１９７７－１９８７）

　　　 ＬＯＧ（ＰＭＡＦ）＝一１ ．９７３６１＋０ ．２１２８３ＬＯＧ（ＰＥＯＩ）

　　　　　　　　　　　　（一２ ．０８）　（４ ．８１）

　　　　　　　　　　　十０８９７８２ＬＯＧ（ＰＥＭＧ）十０３２４２２ＬＯＧ（ＰＥＰＲ）
　　　　　　　　　　　　　 （７ ．７０） 　　　

（ｉ

．６０）

　　　決定係数＝０ ．９４０５７標準誤差 ＝Ｏ ．０４　ダービンワトソン比 ＝１ ，９１６

　卸売物価
　　（１９７７－１９８７）

　　　 ＬＯＧ（ＰＷＡＦ）＝一１８ ．３８７７＋０ ．６８６６０ＬＯＧ（ＰＭＡＦ）

　　　　　　　　　　　　（一２ ．８６）　（３ ．９４）

　　　　　　　　　　　十１１４９６３ＬＯＧ（ＲＥＸＡＦ）

　　　　　　　　　　　　（５ ．７９）

　　　　　　　　　　　十１ ．１７８３８ＬＯＧ（ＣＡＦ＋ＧＣＡＦ－ＹＡＦＡ）

　　　　　　　　　　　　　（１ ．９０）

　　　決定係数＝０ ．９７５７９標準誤差 ＝０ ．０８　ダービンワトソン比 ＝１ ，９０１

　先進国輸出価格

　　（１９７７－１９８７）

　　　 ＬＯＧ（ＰＥＳＥ）＝一０１１３４７＋００３４１９７３ＬＯＧ（ＰＥＯＩ）

　　　　　　　　　　　 （一１
，３０）１５

．０１）

　　　　　　　　　　　十０ ．９９０６８ＬＯＧ（ＰＥＭＧ）

　　　　　　　　　　　　（４７ ．６６）

　　　決定係数＝０ ．９９６５１標準誤差 ＝０ ．０１　ダービンワトソン比 ＝１ ．６１６

［３１ラテンアメリカの計量マクロモデルと経済構造の特徴

　（１）供給ブロック

産業は，農業，鉱工業，第三次産業に分類し，資本ストソ クで農業生産，鉱工

業生産能力を説明し，第三次産業の生産は，農業生産，鉱工業生産に依存して

決まる 。鉱工業生産の稼働率は，需要によっ て決まると考え，各需要項目を説

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６）
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明変数として推定してみた結果，投資，対先進国実質輸出及び同実質輸入が有

意であ ったので，この３つを説明変数とした。但し，この３つの説明変数だけ

では，決定係数が若干低くなり ，さらに特定化の工夫が必要である 。

　¢　農業生産

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＬＯＧ（ＹＬＡＡ）：一９ ．６２９７７＋Ｏ ．１２４２３ＬＯＧ（ＫＬＡ）

　　　　　　　　　　　　　　（５４ ．６３）　（９ ．７５）

　　　　決定係数：Ｏ ．９０３７６標準誤差 ：Ｏ ．０２　ダービンワトソン比 ＝１ ，４７８

　　　鉱工業生産能力

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＬＯＧ（ＰＯＹＬＡＩ）＝十１０ ．７３１１＋Ｏ ．１２５０８ＬＯＧ（ＫＬＡ）

　　　　　　　　　　　　　　　（１７２ ．９３）　　（２７ ．８８）

　　　　決定係数＝Ｏ ．９８７２３標準誤差 ＝Ｏ ．０１　ダービンワトソン比 ＝１ ．Ｏ０９

　　　鉱工業生産稼働率

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＬＯＧ（ＹＬＡＩＫＡＤＯ）＝一３ ．５１７５１＋Ｏ ．３１８１３ＬＯＧ（ＩＬＡ＋ＧＣＬＡ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（一３ ．５６）　　　（３ ．４９）

　　　　　　一０１６２２６ＬＯＧ（ＥＳＥＬＡＺ（一１））十０１２３５９ＬＯＧ（ＥＬＡＳＥＺ（一１））

　　　　　　　 （二３
．７２） 　　　　　 （２ ．７５）

　　　　　　一〇０７４４５６９ＬＯＧ（ＰＷＬＡ／ＰＷＬＡ（一１））

　　　　　　　（一２ ．０８）

　　　　　決定係数＝Ｏ ．８１８９７標準誤差 ：Ｏ ．０１　ダービンワトソン比 ：２ ，４１３

　＠　第三次産業生産

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　　ＬＯＧ（ＹＬＡ３）＝一〇 ．４４６４７＋１ ．０６７８５ＬＯＧ（ＹＬＡＡ＋ＹＬＡＩ）

　　　　　　　　　　　　　（一〇 ．３５）（１０ ．６５）

　　　　　決定係数＝Ｏ ．９１９０４標準誤差 ＝０ ．０２　ダービンワトソン比 ＝Ｏ ．５９２

　（２）国内需給プロンク

　特定化の原則は，アフリカモデルと同じであるが，さまざまな試みの中で ，

国内の景気動向を示す説明変数として，鉱工業生産稼働率と農業生産成長率を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７７）
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採用した。対先進国実質輸入及び卸売物価上昇率いずれも説明変数として有意

である 。

　消費関数についても ，アフリカモデルと同様であるが，消費者物価上昇率が

有意であるのは，アフリカモデルと異なっ ている 。ラテンアメリカのインフレ

ーシ ョンはアフリカ以上に悪性化しており ，ラテンァメリカの国民生活を直撃

していることがわかる 。

¢投資関数
　　　（１９７８－１９８７）

　　　　 ＬＯＧ（ＩＬＡ）＝十７ ．７１５０８＋１ ．１５１１３ＬＯＧ（ＹＬＡＩＫＡＤ０（一１））

　　　　　　　　　　　　（４ ．１８）　（１ ．６４）

　　　　　十０４０４３５ＬＯＧ（ＥＳＥＬＡＺ）一０３７８７５ＬＯＧ（ＰＷＬＡ／ｐＷＬＡ（一１））

　　　　　　（２ ．４６）　　　　　　（一３ ．４９）

　　　　決定係数：０ ．８９９６９標準誤差 ：０ ．０５　ダービンワトソン比 ＝１ ，９７１

　　消費関数

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＣＬＡ＝一７６３ ，６１２＋Ｏ ．５８４０３ＧＤＰＬＡ－１７３７０ ．５（ＰＣＬＡ／ｐＣＬＡ（一１））

　　　　　　　　（一０ ．０４）（１１ ．３７）　　　（一３ ．６０）

　　　　　　　十０ ．１５５６３ＣＬＡ（一１）

　　　　　　　　（２ ．０７）

　　　　決定係数＝０ ．９９０６６標準誤差 ：３７０１ ．６６

　　　　ダービンワトソン比 ：１ ．７２６

　（３）輪出 ・輪入ブロンク及び債務ブロンク

　ラテンアメリカの対先進国実質輸出を特定化するため，相対価格要因として ，

二地域の輸出価格の相対比を採用すると ，有意な結果は得られず，所得要因の

みが有意にな った。そこで相対価格要因を考慮するため，ラテンアメリカ輸出

価格と非石油一次産品世界輸出価格の相対比及び同輸出価格と石油世界輸出価

格の相対比を説明変数として推定すると ，有意な結果がえられた。このことか

ら， ラテンアメリカの対先進国輸出は，他途上国地域との価格競争力に左右さ

れる部分が大きいことが想像される 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７８）
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　対先進国実質輸入は，アフリカとほぼ同じ特定化をとっ ており ，推定結果も

一応満足できる水準である 。ここで特徴的なのは，所得弾力性が高く（約２ ．７７）
，

対先進国輸出の所得弾力性が１ ．１であることを考慮すると ，対先進国貿易関係

がラテンアメリカの累積債務問題の大きな原因であることがわかる 。

　累積債務についてはアフリカモテルと同じで，特に付け加えることはない ・

　０　対先進国実質輸出関数

　　　（１９７７－１９８７）

　　　　　ＬＯＧ（ＥＬＡＳＥＺ）：一６ ．２９６５１＋１ ．１０２８０ＬＯＧ（ＧＤＰＳＥ）

　　　　　　　　　　　　　　　　（一１ ．３８）（３ ．８５）

　　　　　　　＿１２７６０５ＬＯＧ（ＰＥＬＡ／ｐＥＰＲ）一０５８３４１ＬＯＧ（ＰＥＬＡ／ＰＥＯＩ）

　　　　　　　　 （二１
．４７） 　　　　 （一１ ．７９）

　　　　　決定係数＝Ｏ ．８４２５６標準誤差 ＝Ｏ ．０５　ダービンワトソン比 ＝１ ，４４５

　　　対先進国実質輸入関数

　　　　（１９７７－１９８７）

　　　　　ＬＯＧ（ＥＳＥＬＡＺ）＝一１８４３５１＋２７６７７０ＬＯＧ（ＧＤＰＬＡ）

　　　　　　　　　　　　　　　　（一３ ．２９）（５ ．５６）

　　　　　　　　　　　　　　　一０２４３６２ＬＯＧ（ＰＥＳＥ（一１）／ｐＥＬＡ（一１））

　　　　　　　　　　　　　　　　（一１ ．４１）

　　　　　　　　　　　　　　　一〇 ．６４８９４ＬＯＧ（ＤＳＬＡ＊１００／ｐＭＬＡ）

　　　　　　　　　　　　　　　　（一５ ．６５）

　　　　　決定係数＝０ ．７５７３３標準誤差 ＝Ｏ ．０６　ダービンワトソン比 ：２ ，２７４

　　　債務残高

　　　　（１９７７－１９８７）

　　　　　ＤＳＬＡ：十１７１２７３－０７７１２６（ＥＬＡＳＥ－ＥＳＥＬＡ）

　　　　　　　　　　　（２ ．９８）　（一４ ．１８）

　　　　　　　　　　十〇 ．９１６８７（ＤＳＬＡ（一１）十ＬＩＢＯＲ＊ＤＳＬＡ（一１）／１００

　　　　　　　　　　　（５２ ．０７）

　　　　　　　　　　一〇ＣＬＡ）

　　　　　決定係数：Ｏ ．９９６６４標準誤差 ＝６１３１ ．５１

　　　　　ダービンワトソン比 ：１ ．９３８

（７９）
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　（４）価格ブロック

　ここでは，輸出価格，輸入価格，卸売物価，消費者物価を推定しているが
，

説明の補足が必要なのは，卸売物価である 。卸売物価に影響を与える要因とし

て， ここでは内外のコスト要因のみが有意であり ，一期前消費者物価，輸入価

格（ドル建て），為替レートを説明変数とした。一期前消費者物価を説明変数と

したのは，賃金 ・物価のスパイラル現象が，特にラテンアメリカでは顕著であ

ることを考慮したためである 。ただし，ラテンアメリカの貨幣賃金率データを

現段階では，手にいれることができないので，ここでは，一期前の消費者物価

上昇率が与えられると ，労働者は，それをガイドラインとして，自らの生活防

衛のため今期の貨幣賃金率の上昇を要求し，企業はその貨幣賃金率上昇分を卸

売物価の上昇に転嫁して労働者の要求を認めると仮定し，今期の貨幣賃金率の

代理変数として，前期の消費者物価を採用した 。

　一方，消費者物価は，コスト要因として今期の卸売物価を，需給要因として

農産物の需給市場を説明変数とした。各価格方程式の推定結果は，次の通りで

ある 。

¢輸出価格
　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＬＯＧ（ＰＥＬＡ）＝一０５７９２７＋０１４２９３ＬＯＧ（ＰＷＬＡ）

　　　　　　　　　　　　（一０ ．５８）（５ ．２４）

　　　　　　　　　　　 一０１８２３７ＬＯＧ（ＲＥＸＬＡ）十１１６９８７ＬＯＧ（ＰＥＰＲ）

　　　　　　　　　　　　（一４．６５）　　　　　（５ ．４８）

　　　　決定係数＝Ｏ ．９１４８３標準誤差 ＝０ ．０４　ダービンワトソン比 ＝１ ，３４０

　卸売物価
　　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＬＯＧ（ＰＷＬＡ）：一５２６３９７＋０７７６０８ＬＯＧ（ＰＣＬＡ（一１））

　　　　　　　　　　　　（一２ ．５８）（４ ．６３）

　　　　　　十１０６５４０ＬＯＧ（ＰＭＬＡ（一１））十０４３８６８ＬＯＧ（ＲＥＸＬＡ（一１））

　　　　　　　（２．６４）　　　　　　　（２ ．０１）

　　　　決定係数＝０ ．９９７５７標準誤差 ＝０ ．１１　ダービンワトソン比 ＝１ ．４０１

（８０）



　　アフリカ　ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について（本田）８１

　　輸入価格

　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＬＯＧ（ＰＭＬＡ）＝十１ ．３０９０２＋Ｏ ．２８５９３ＬＯＧ（ＰＥＭＧ）

　　　　　　　　　　　　　　（３ ．４１）　　（３ ．１３）

　　　　　　　　　　　　　十〇 ．４４２９１ＬＯＧ（ＰＥＯＩ）

　　　　　　　　　　　　　　（１４ ．７４）

　　　　決定係数：Ｏ ．９６７６８標準誤差 ：Ｏ ．０４　ダービンワトソン比 ＝１ ，５１９

　　消費者物価

　　（１９７７－１９８７）

　　　　ＰＣＬＡ：一２５９７１３＋０８０５８７ＰＷＬＡ＋Ｏ　ＯＯ０６４７３（ＣＬＡ－ＹＬＡＡ）

　　　　　　　　　　（一１ ．５６）（３０１ ．８２）

　　　　決定係数：Ｏ ．９９９９４標準誤差 ＝２９ ．４３　ダービンワトソン比 ：２ ．１１２

［４１アフリカ ・ラテンアメリカ計量マクロモデルのパフォーマンス

（１）　アフリカモデル

簡単なアフリカの計量マクロモデルをまとめたものが，表２－１である 。

　　　　　　　　　　　　表２－１　アフリカの計量マクロモデル

構造方程式

　１ ．ＬＯＧ（ＰＯＹＡＦＡ）＝１０ ．９６６６＋０ ．０３３８７６２＊ＬＯＧ（ＫＡＦ（一１））

　２ ．ＬＯＧ（ＹＡＦＭ）＝８ ．７７７０３＋Ｏ ．１４７７６＊ＬＯＧ（ＫＡＦ（一１））

　３ ．ＬＯＧ（ＹＡＦＫＫＡＤＯ）＝一３ ．８５１３５＋Ｏ ．５１２５７＊ＬＯＧ（ＥＡＦＳＥＺ）

　　　　　　　　　　　　　　　一〇 ．１７６８５＊ＬＯＧ（ＥＳＥＡＦＺ）

　４ ．ＬＯＧ（ＹＡＦ３）＝一〇 ．６７７３８＋０ ．８１０４９＊ＬＯＧ（ＹＡＦＭ）十０ ．３７０６８＊ＬＯＧ（ＹＡＦＡ）

　５　ＬＯＧ（ＩＡＦ）：一９２０３７７＋０２８０９８＊ＬＯＧ（ＥＳＥＡＦＺ）

　　　　　　　　　　一０ ．２０２０１＊ＬＯＧ（ＰＷＡＦ（一１））十１ ．４２７５＊ＬＯＧ（ＧＤＰＡＦ（一１））

　６ ．ＣＡＦ＝一５５１０９ ．８＋０ ．５１２６８＊ＧＤＰＡＦ＋Ｏ ．３９＊ＣＡＦ（一１）

　７ ．ＬＯＧ（ＥＡＦＳＥＺ）＝１ ．８０２３７＋Ｏ ．３２７＊ＬＯＧ（ＧＤＰＳＥ）

　　　　　　　　　　　　　十〇 ．０１１４６７２＊ＬＯＧ（ＧＤＰＳＥ８０）

　　　　　　　　　　　　　十〇 ．３６８９８＊ＬＯＧ（ＥＡＦＳＥＺ（一１））

　　　　　　　　　　　　　一０３６８４８＊ＬＯＧ（ＰＥＡＦ／ＰＥＰＲ）一０２４６１７＊Ｔ８６

（８１）



８２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第１号）

８． ＬＯＧ（ＥＳＥＡＦＺ）＝６ ．０１０１４＋０ ．８７０１５＊ＬＯＧ（ＧＤＰＡＦ）

　　　　　　　　　　　　一０ ．８５６３６＊ＬＯＧ（ＰＥＳＥ（一１）／ｐＥＡＦ（一１））

　　　　　　　　　　　　一０ ．５３７５２＊ＬＯＧ（ＤＳＡＦ＊１００／ｐＭＡＦ）

９． ＬＯＧ（ＰＥＡＦ）＝一２１８２８６＋０５５７５５＊ＬＯＧ（ＰＷＡＦ／ＲＥＸＡＦ）

　　　　　　　　　　　十１４７５９６＊ＬＯＧ（ＰＥＰＲ）

１０．ＬＯＧ（ＰＭＡＦ）：一１９７３６１＋０２１２８３＊ＬＯＧ（ＰＥＯＩ）十０８９７８２＊ＬＯＧ（ＰＥＭＧ）

　　　　　　　　　　　十０３２４２２＊ＬＯＧ（ＰＥＰＲ）

１１ ．ＬＯＧ（ＰＷＡＦ）＝一１８３８７７＋０６８６６＊ＬＯＧ（ＰＭＡＦ）十１１４９６３＊ＬＯＧ（ＲＥＸＡＦ）

　　　　　　　　　　　　十１ ．１７８３８＊ＬＯＧ（ＣＡＦ＋ＧＣＡＦ－ＹＡＦＡ）

１２．ＬＯＧ（ＰＥＳＥ）＝一〇 ．１１３４７＋０ ．０３４１９７３＊ＬＯＧ（ＰＥＯＩ）十０ ．９９０６８＊ＬＯＧ（ＰＥＭＧ）

１３．ＤＳＡＦ＝９４０３４２－０７０５２３＊（ＥＡＦＳＥ－ＥＳＥＡＦ）十０８７１０５＊（ＤＳＡＦ（一１）

　　　　　　　十ＬＩＢＯＲ＊ＤＳＡＦ（一１）／１００－ＯＣＡＦ）

定義式

　１３．ＹＡＦＡ＝ＹＡＦＡＫＡＤＯ＊ＰＯＹＡＦＡ

　１４．ＹＡＦＫ：１０９８３７＊ＹＡＦＫＫＡＤ０

　１５．ＧＤＰＡＦ＝ＹＡＦＡ＋ＹＡＦＫ＋ＹＡＦＭ＋ＹＡＦ３

　１６．ＫＡＦ＝ＫＡＦ（一１）十ＩＡＦ

　１７．ＥＡＦＳＥ＝ＰＥＡＦ＊ＥＡＦＳＥＺ／１００

　１８．ＥＳＥＡＦ＝ＰＥＳＥ＊ＥＳＥＡＦＺ／１００

　１９．ＸＡＦ＝ＤＳＡＦ／ＥＡＦＳＥ

変数の説明

　ＹＡＦＡ（農業生産，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＰＯＹＡＦＡ（農業生産能力，１００万ドル，１９８０年価格）

　ＹＡＦＡＫＡＤＯ（農業稼働率）

　ＹＡＦＫ（鉱業生産，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＹＡＦＭ（工業生産，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＹＡＦＫＫＡＤＯ（鉱業稼働率）

　ＹＡＦ３（第三次産業生産，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＧＤＰＡＦ（ＧＤＰ，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＩＡＦ（投資，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＫＡＦ（資本ストッ ク， １００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＣＡＦ（民問消費支出，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＧＣＡＦ（政府消費支出，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＥＡＦＳＥＺ（対先進国実質輸出，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＥＳＥＡＦＺ（対先進国実質輸入，１００万トル，１９８０年トル価格）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２）



　アフリカ　ラテノアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について（本田）８３

ＰＥＡＦ（アフリカ輸出価格，ドル建て ，１９８０＝１００）

ＰＭＡＦ（アフリカ輸入価格，ドル建て ，１９８０＝１００）

ＥＡＦＳＥ（対先進国輸出額，１００万ドル）

ＥＳＥＡＦ（対先進国輸入額，１００万ドル）

ＰＷＡＦ（卸売物価指数，自国通貨建て ，１９８０＝１００）

ＰＥＳＥ（先進国輸出価格，ドル建て ，１９８０＝１００）

ＰＥＰＲ（非石油一次産品世界輸出価格，ドル建て ，１９８０：１００）

ＰＥＯＩ（石油世界輸出価格，ドル建て ，１９８０＝１００）

ＰＥＭＧ（世界工業製晶輸出価格，ドル建て ，１９８０＝１００）

ＲＥＸＡＦ（為替レート ，邦貨建て ，１９８０＝１００）

ＤＳＡＦ（債務残高，１００万ドル）

ＬＩＢＯＲ（リボレート ，％）

ＯＣＡＦ（資本流入額，１００万ドル）

ＸＡＦ（債務残高 ・輸出比率）

　尚ここで定義式について若干の説明をしておく必要がある 。

　１４式は，鉱業生産を示しているが，１０９ ，８３７は ，前述したように，観測期間

中の最大値を示しており ，この値を，鉱業の生産能力と仮定し，これに稼働率

をかけて生産を定義した 。

　１９式は，債務残高 ・対先進国輸出額を示し，アフリカの債務負担能力を表す 。

たとえ債務残高が増大したとしても ，それに比して対先進国輸出が増大したら ，

債務負担能力が高まっ ていることになり ，債務残高が増大しても許容範囲にあ

ると考えることができる 。従 って，債務残高が増大しても ，債務残高 ・対先進

国輸出額（ＸＡＦ）が，大きく上昇しないならば，債務問題は顕在化しないこと

になる 。このようにＸＡＦは，債務問題の深刻度を図る指標としての意義を持

っている 。

　表２－２で示したアフリカ計量マクロモデルのパフォーマンスをみるために ，

ファイナルテストを行い，内生変数の平均誤差率を示したものが，表３であ

る。

　表３によると ，各内生変数の平均誤差率は，概ね良好な値をとっ ており ，モ

デルの有効性は一応確保されていると考えられる 。但し，投資や卸売物価の値

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３）
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　　表３　平均誤差一覧

変数名

ＸＬＡＡ

ＫＬＡ

ＰＯＹＬＡＩ

ＹＬＡＩ

ＹＬＡＩＫＡＤＯ

ＩＬＡ

ＥＳＥＬＡＺ

ＥＬＡＳＥＺ

ＰＷＬＡ

ＹＬＡ３

ＧＤＰＬＡ

ＣＬＡ

ＰＣＬＡ

ＰＥＬＡ

ＰＥＳＥ

ＤＳＬＡ

ＰＭＬＡ

ＥＬＡＳＥ

ＥＳＥＬＡ

ＸＬＡ

平均誤差率（％）

１， ７１

１， ３０

０， ４２

３， ５８

３， ０３

９． ９７

１０ ，７５

４， ７２

７， ２１

２， ５２

２， ６２

３， １６

７， ２９

２， ３４

０， ２９

２， ７４

２， ７４

４． １４

１０ ，９２

６． ２８

が少し大きく ，今後の再検討の余地を残しているが，一応このモデルを基にシ

ミュレーシ ョン分析を進めていく 。

　（２）　ラテンアメリカモデル

構造方程式

　１ ．ＬＯＧ（ＹＬＡＡ）＝９ ．６２９７７＋Ｏ ．１２４２３＊ＬＯＧ（ＫＬＡ）

　２ ．ＬＯＧ（ＰＯＹＬＡＩ）＝１０ ．７３１１＋０ ．１２５０８＊ＬＯＧ（ＫＬＡ）

　３ ．ＬＯＧ（ＹＬＡＩＫＡＤＯ）＝一３ ．５１７５１＋０ ．３１８１３２＊ＬＯＧ（ＩＬＡ＋ＧＣＬＡ）

　　　　　　　　　　　　　　　　一０１６２２５９＊ＬＯＧ（ＥＳＥＬＡＺ（一１））

　　　　　　　　　　　　　　　　十０１２３５９＊ＬＯＧ（ＥＬＡＳＥＺ（一１））

　　　　　　　　　　　　　　　　一〇０７４４５６９＊ＬＯＧ（ＰＷＬＡ／ｐＷＬＡ（一１））

　４ ．ＬＯＧ（ＹＬＡ３）＝一０ ．４４６４７＋１ ．０６７８５＊ＬＯＧ（ＹＬＡＡ＋ＹＬＡＩ）

（８４）



　　　アフリカ　ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について（本田）８５

　５ ．ＬＯＧ（ＩＬＡ）＝７ ．７１５０８＋１ ．１５１１３＊ＬＯＧ（ＹＬＡＩＫＡＤＯ（一１））

　　　　　　　　　　　十０４０４３５２＊ＬＯＧ（ＥＳＥＬＡＺ）

　　　　　　　　　　　一０３７８７４５＊ＬＯＧ（ＰＷＬＡ／ｐＷＬＡ（一１））

　６ ．ＣＬＡ＝一７６３ ，６１２＋ｏ ．５８４０３＊ＧＤＰＬＡ－１７３７０ ．５＊（ＰＣＬＡ／ｐＣＬＡ（一１））十

　　　　　　　　〇 ．１５５６３＊ＣＬＡ（一１）

　７ ．ＬＯＧ（ＥＬＡＳＥＺ）＝一６ ．２９６５１＋１ ．１０２８＊ＬＯＧ（ＧＤＰＳＥ）

　　　　　　　　　　　　　　一１２７６０５＊ＬＯＧ（ＰＥＬＡ／ｐＥＰＲ）

　　　　　　　　　　　　　　一〇 ．５８３４１＊ＬＯＧ（ＰＥＬＡ／ｐＥＯＩ）

　８　ＬＯＧ（ＥＳＥＬＡＺ）：一１８４３５１＋２７６６７７＊ＬＯＧ（ＧＤＰＬＡ）

　　　　　　　　　　　　　　一〇 ．２４３６２＊ＬＯＧ（ＰＥＳＥ（一１）／ｐＥＬＡ（一１））

　　　　　　　　　　　　　　一〇 ．６４８９４＊ＬＯＧ（ＤＳＬＡ＊１００／ｐＭ））

　９　ＬＯＧ（ＰＷＬＡ）：一５２６３９７＋０７７６０８＊ＬＯＧ（ＰＣＬＡ（一１））

　　　　　　　　　　　　　十１０６５４＊ＬＯＧ（ＰＭＬＡ（一１））十０４３８６８＊ＬＯＧ（ＲＥＸＬＡ（一１））

　１０ＰＣＬＡ＝一２５９７１３＋０８０５８７＊ＰＷＬＡ＋００００６４７３＊（ＣＬＡ－ＹＬＡＡ）

　１１ＬＯＧ（ＰＥＬＡ）＝一０５７９２７＋０１４２９３＊ＬＯＧ（ＰＷＬＡ）一０１８２３７＊ＬＯＧ（ＲＥＸＬＡ）

　　　　　　　　　　　　十１１６９８７＊ＬＯＧ（ＰＥＰＲ）

　１２．ＬＯＧ（ＰＭＬＡ）＝１ ．３１７１８＋０ ．２８５１８７＊ＬＯＧ（ＰＥＭＧ）十〇 ．４４１８７＊ＬＯＧ（ＰＥＯＩ）

　１３．ＰＥＳＥ＝一２ ．６５２１３＋０ ．０４２９０９３＊ＰＥＯＩ＋０ ．９８４１９＊ＰＥＭＧ

　１４．ＤＳＬＡ＝１７１２７ ．３－０ ．７７１２６＊（ＥＬＡＳＥ－ＥＳＥＬＡ）十０ ．９１６８７＊（ＤＳＬＡ（一１）

　　　　　　　　十ＬＩＢＯＲ＊ＤＳＬＡ（一１）／１００－ＯＣＬＡ）

定義式

　１５．ＹＬＡＩ＝ＹＬＡＩＫＡＤＯ＊ＰＯＹＬＡＩ

　１６．ＧＤＰＬＡ＝ＹＬＡＡ＋ＹＬＡＩ＋ＹＬＡ３

　１７．ＫＬＡ＝ＫＬＡ（一１）十ＩＬＡ

　１８　ＥＬＡＳＥ＝ＰＥＬＡ＊ＥＬＡＳＥＺ／１００

　１９　ＥＳＥＬＡ＝ＰＥＳＥ＊ＥＳＥＬＡＺ１１００

　２０．ＸＬＡ＝ＤＳＬＡ／ＥＬＡＳＥ

変数の説明

　ＹＬＡＡ（農業生産，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＰＯＹＬＡＩ（鉱工業生産能力 ，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＹＬＡＩ（鉱工業生産，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＹＬＡＩＫＡＤＯ（鉱工業稼働率）

　ＹＬＡ３（第三次産業生産，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＫＬＡ（資本ストッ ク， １００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＩＬＡ（投資，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　ＣＬＡ（民間消費支出，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５）
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ＧＣＬＡ（政府消費支出，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

ＧＤＰＬＡ（ＧＤＰ，１００万ドル，１９８０年ドル価格）

ＥＬＡＳＥＺ（対先進国実質輸出，１００万トル，１９８０年トル価格）

ＥＳＥＬＡＺ（対先進国実質輸入，１００万トル，１９８０年トル価格）

ＥＬＡＳＥ（対先進国輸出額，１００万ドル）

ＥＳＥＬＡ（対先進国輸入額，１００万トル）

ＰＷＬＡ（卸売物価指数，自国通貨建て ，１９８０：１００）

ＰＣＬＡ（消費者物価指数，自国通貨建て ，１９８０＝１００）

ＰＥＬＡ（ラテンアメリカ輸出価格，ドル建て ，１９８０＝１００）

ＰＭＬＡ（ラテンアメリカ輸入価格，ドル建て ，１９８０＝１００）

ＯＣＬＡ（資本流入額，１００万ドル）

ＤＳＬＡ（債務残高，１００万ドル）

ＸＬＡ（債務残高 ・輸出比率）

ファイナルテストの結呆を示したのが，表４である 。

　　　　　　　　　　　　　　　表４　平均誤差一覧

変数名

ＰＯＹＡＦＡ

ＫＡＦ

ＹＡＦＭ

ＹＡＦ３

ＹＡＦＡ

ＹＡＦＫＫＡＤＯ

ＥＡＦＳＥＺ

ＥＳＥＡＦＺ

ＹＡＥＫ

ＧＤＰＡＦ

ＩＡＦ

ＰＷＡＦ

ＣＡＦ

ＰＢＡＦ

ＰＥＳＥ

ＤＳＡＦ

ＰＭＡＦ

ＥＡＦＳＥ

ＥＳＥＡＦ

ＸＡＦ

平均誤差率（％）

０， ３６

０， ８６

１， ４１

１， ２４

０， ３６

１， ５４

２， ４６

２， ２６

５， ２４

１， ０８

２， ６６

６， ９９

１， ８７

３， ８４

０， ３５

３， ４０

２， ８４

２， ８１

２， ４４

６． ６８

（８６）



　　アフリカ　ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について（本田）８７

　変数の中で，ＥＳＥＬＡＺ及ひＥＳＥＬＡの平均誤差率が，１０％を超え，また

ＩＬＡも１０％近くになっ ており ，これらの変数の特定化には，なお改善の必要

がある 。しかし，データ制約のもとで様々な特定化の作業の試行錯誤の中で ，

最もましなものを選択した結果であり ，現段階では，上記のモテルを参考に ，

シミュレーシ ョンを行うことにする 。

［５１アフリカに関するシミュレーシ ョン分析

　アフリカの経済的危機を克服するためには，どの様な政策条件が必要なのか

を考えるために，まず外生変数に２０００年までの適当な値を与え，長期的な経済

の趨勢を展望し，次に，これまでの議論を念頭におきながら ，いくつかの外生

変数の値を変更し，それが長期的にみて経済危機打開にどの程度有効であるか

を議論する 。以上の議論を基に，最後に経済危機打開のシナリオを示すことに

よっ て， 経済危機打開の条件を明らかにする 。

　（１）アフリカ経済の長期的趨勢

　アフリカ経済がこのまま推移した時の長期的趨勢に，どの様な特徴があるか

をみるため，外生変数に適当な値を当てはめる 。但し，ここで外挿する外生変

数の値は，大変ラフに与えているので，アフリカ経済の厳密な長期的経済予測

を示すものではない 。

　外生変数の想定は，表５の通りであるが，それぞれの財世界輸出価格は，い

ずれも年３％で上昇，為替レートは一定，先進国実質経済成長率３％，金利

９％で推移するとしている 。尚ここで，農業生産の稼働率を１としているが ，

これは，今後１０数年間大きな戦争や異常気象等外生的に農業生産を阻害する現

象は発生しないという ，楽観的見通しを意味している 。

（８７）
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　　表５　外生変数の想定

ＰＥＰＲ 年３％で上昇

ＰＥＯＩ 年３％で上昇

ＰＥＭＧ 年３％で上昇

ＲＥＸＡＦ 年５％で下落

ＧＤＰＳＥ 年３％で上昇

ＯＣＡＦ ５０億ドル

ＬＩＢＯＲ ９％

主な変数の１９８８年から２０００年までの推定結果は，表６のようになる 。

　　　　　　　　　　　　　　表６　王な変数の長期的推移

期　　　　　ＧＤＰＡＦ

１９８７　　　　　４５８ ，８０８（

１９８８　　　　　４６９ ，２７８（

１９８９　　４７１ ，６３３（

１９９０　　　　　４７３ ，５５６（

１９９１　　４７５ ，３３６（

１９９２　　　　　　４７７ ，０４３（

１９９３　　　　　４７８ ，６９６（

１９９４　　　　　　４８０ ，２９７（

１９９５　　４８１ ，８４４（

１９９６　　　　　　４８３ ，３３５（

１９９７　　　　　４８５ ，１２４（

１９９８　　４８６ ，４５７（

１９９９　　４８７ ，７７１（

２０００　　　　　　４８９ ，０３４（

　２０００／１９８７

期　　　　　ＣＡＦ

１９８７　　２９０ ，７９２（

１９８８　　　　　　２９６ ，４４０（

１９８９　　　　　　２９９ ，８５０（

１９９０　　　　　　３０２ ，１６６（

１９９１　　３０３ ，９８２（

１９９２　　　　　　３０５ ，５６６（

１９９３　　３０７ ，０３１（

１９９４　　　　　　３０８ ，４２３（

１９９５　　３０９ ，７５９（

１９９６　　　　　　３１１ ，０４４（

１９９７　　３１２ ，４６２（

１９９８　　３１３ ，６９９（

１９９９　　３１４ ，８５５（

２０００　　　　　　３１５ ，９５３（

　２０００／１９８７

Ｏ． ３７）

２． ２８）

０． ５０）

０． ４１）

０． ３８）

０， ３６）

０． ３５）

Ｏ． ３３）

０． ３２）

０． ３１）

０． ３７）

Ｏ． ２７）

０． ２７）

０． ２６）

Ｏ． ４９

Ｏ． ２５）

１． ９４）

１． １５）

Ｏ． ７７）

Ｏ． ６０）

０． ５２）

０． ４８）

Ｏ． ４５）

Ｏ． ４３）

０． ４２）

０． ４６）

０． ４０）

Ｏ． ３７）

０． ３５）

０． ６４

期　　　　　ＹＡＦＡ

１９８７　９３ ，２７７ ．０（

１９８８　　　　　９３ ，５４６ ．６（

１９８９　９３ ，７８９ ．５（

１９９０　　　　　９４ ，０２４ ．４（

１９９１　９４ ，２４６ ．７（

１９９２　　　　９４ ，４５７ ．３（

１９９３　　　　　９４ ，６５７ ．０（

１９９４　　　　　９４ ，８４７ ．１（

１９９５　９５ ，０２８ ．１（

１９９６　　　　　９５ ，２００ ．９（

１９９７　９５ ，３６６ ．１（

１９９８　　　　　９５ ，５２４ ．２（

１９９９　９５ ，６７６ ．１（

２０００　　　　　９５ ．８２２　２

　２０００／１９８７

期　　　　　ＰＥＡＦ

１９８７　　　　　　　８２ ．２７（

１９８８　　　　　　　８８ ．６９（

１９８９　　　　　　　９５ ．１１（

１９９０　　　　　　　１０１ ．６５（

１９９１　　　　　　　１０８ ．５２（

１９９２　　　　　　　１１５ ．７９（

１９９３　　　　　　　１２３ ．５２（

１９９４　　　　　　　１３１ ．７５（

１９９５　　　　　　　１４０ ．５１（

１９９６　　　　　　　１４９ ．８４（

１９９７　　　　　　　１５９ ．９５（

１９９８　　　　　　　１７０ ．５６（

１９９９　　　　　　１８１ ．８５（

２０００　　　　　　　１９３ ．８６（

　２０００／１９８７

　　　　　（８８）

１． ２８）

０． ２９）

Ｏ． ２６）

Ｏ． ２５）

０． ２４）

Ｏ． ２２）

０． ２１）

０． ２０）

０． １９）

Ｏ． １８）

Ｏ． １７）

０． １７）

０． １６）

０． １５）

０． ２１

１． ２８）

７． ８１）

７． ２４）

６． ８８）

６． ７５）

６． ７０）

６． ６８）

６． ６６）

６． ６５）

６． ６４）

６． ７５）

６． ６３）

６． ６２）

６． ６１）

６． ８２

期　　　　　ＩＡＦ

１９８７　８４ ，３３８ ．２（　０ ．４７）

１９８８　　　　　８２ ，１６８ ．０（　一２ ．５７）

１９８９　８５ ，５６４ ．４（　４ ．１３）

１９９０　　　　８６ ，８１１ ．６（　　　１ ．４６）

１９９１　　　　８７ ，８４１ ．６（　　　１ ．１９）

１９９２　　　　　８８ ，７４２ ．４（　　　１ ．０３）

１９９３　８９ ，５４２ ．４（　０ ．９０）

１９９４　　　　　９０ ，２６１ ．７（　　　０ ．８０）

１９９５　９０ ，９１４ ．６（　０ ．７２）

１９９６　　　　９１ ，５１２ ．３（　　０ ．６６）

１９９７　９２ ，１４１ ．６（　０ ．６９）

１９９８　　　　　９２ ，７８６ ．６（　　　０ ．７０）

１９９９　　　　９３ ，２６０ ．５（　　　０ ．５１）

２０００　　　　　９３ ，７２１ ．１（　　　０ ．４９）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　０ ．８１

期　　　　　ＰＷＡＦ

１９８７　　　　　　２９３ ．２６（

１９８８　　　　　　　３１１ ．７４（

１９８９　　　　　　　３２７ ．７６（

１９９０　　　　　　４３２ ．７６（

１９９１　　　　　　３５７ ．５８（

１９９２　　　　　　３７２ ．６０（

１９９３　　　　　　　３８８ ．０１（

１９９４　　　　　　４０３ ．８８（

１９９５　　　　　　４２０ ．２５（

１９９６　　　　　　　４３７ ．１５（

１９９７　　　　　　　４５４ ．９５（

１９９８　　　　　　４７３ ．０７（

１９９９　　　　　　４９１ ．７０（

２０００　　　　　　　５１０ ．９０（

　２０００／１９８７

１３ ．０８）

６． ３０）

５． １４）

４． ５８）

４． ３２）

４． ２０）

４． １３）

４． ０９）

４． ０５）

４． ０２）

４． ０７）

３． ９８）

３． ９４）

３． ９１）

４． ３６
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期　　　　ＥＡＦＳＥＺ

１９８７　　６３ ，５２９（１３ ．８３）

１９８８　　　　　６６ ，２０３ ．７（　　　４ ．２１）

１９８９　６６ ，８７０ ．８（　１ ．０１）

１９９０　　　　　６６ ，８６０ ．７（　一〇 ．０２）

１９９１　６６ ，６２１ ．８（一〇 ．３６）

１９９２　　　　６６ ，３１０ ．Ｏ（　一〇 ．４７）

１９９３　　　　６５ ，９７７ ．１（　一０ ．５０）

１９９４　　　　　６５ ，６４０ ．２（　一〇 ．５１）

１９９５　　　　　６５ ，３０４ ．４（　一〇 ．５１）

１９９６　　６４ ，９７１ ．９（一０ ．５１）

１９９７　　　　６４ ，６５９ ．８（　一０ ．４８）

１９９８　　　　　６４ ，３３７ ．４（　一０ ．５０）

１９９９　６４ ，０１７ ．０（一〇 ．５０）

２０００　　　　　６３ ，７００ ．５（　一〇 ．４９）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　　０ ．０２

期　　　　ＥＳＥＡＦ

１９８７　５５ ，１０６ ．０（　５ ．８２）

１９８８　　　　　５５ ，０８６ ．２（　一〇 ．０４）

１９８９　６１ ，２８０ ．１（１１ ．２４）

１９９０　　　　　６７ ，３０７ ．８（　　　９ ．８４）

１９９１　７３ ，３０５ ．９（　８ ．９１）

１９９２　　　　　７９ ，３７８ ．１（　　　８ ．２８）

１９９３　８５ ，５７４ ．５（　７ ．８１）

１９９４　　　　９１ ，９３７ ．８（　　　７ ．４４）

１９９５　　　　　９８ ，５０８ ．９（　　　７ ．１５）

１９９６　１０５ ，３２７ ．Ｏ（　６ ．９２）

１９９７　　　　１１２ ，５４８ ．０（　　　６ ．８６）

１９９８　１２０ ，１００ ．０（　６ ．７１）

１９９９　１２７ ，９１５ ．Ｏ（　６ ．５１）

２０００　１３６ ，１１８ ．０（　６ ．４１）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　　７ ．２０

期ＥＳＥＡＦＺ　期ＥＡＦＳＥ
１９８７　４９ ，５０５ ．６（一５ ．４２）　　１９８７　５２ ，２６３ ．０（１５ ．２９）

１９８８　　　　４８ ，０１８ ．Ｏ（　一３ ．００）　　　　　１９８８　　　　５８ ，７１５ ．８（　　１２ ．３５）

１９８９　５１ ，８３０ ．４（　７ ．９４）　　１９８９　６３ ，６０３ ．５（　８ ．３２）

１９９０　　　　　５５ ，２３７ ．３（　　　６ ．５７）　　　　　１９９０　　　　　６７ ，９６６ ．Ｏ（　　　６ ．８６）

１９９１　５８ ，３７２ ．１（　５ ．６８）　　１９９１　７２ ，２９７ ．Ｏ（　６ ．３７）

１９９２　　　　　６１ ，３２９ ．１（　　　５ ．０７）　　　　　１９９２　　　　　７６ ，７７９ ．７（　　　６ ．２０）

１９９３　６４ ，１５１ ．４（　４ ．６０）　　１９９３　８１ ，４９３ ．７（　６ ．１４）

１９９４　　　　　６６ ，８７３ ．２（　　　４ ．２４）　　　　　１９９４　　　　　８６ ，４７８ ．４（　　　６ ．１２）

１９９５　　　　６９ ，５２２ ．８（　　　３ ．９６）　　　　　１９９５　　　　９１ ，７５８ ．７（　　　６ ．１１）

１９９６　　　　７２ ，１２４ ．８（　　　３ ．７４）　　　　　１９９６　　　　９７ ，３５５ ．８（　　　６ ．１０）

１９９７　７４ ，７７７ ．８（　３ ．６８）　　１９９７　１０３ ，４２５ ．０（　６ ．２３）

１９９８　　　　７７ ，４２２ ．５（　　　３ ．５４）　　　　　１９９８　　　１０９ ，７３４ ．Ｏ（　　６ ．１０）

１９９９　８０ ，００７ ．９（　３ ．３４）　　１９９９　１１６ ，４１２ ．０（　６ ．０９）

２０００　　　　　８２ ，６０６ ．４（　　　３ ．２５）　　　　　２０００　　　　１２３ ，４８９ ．Ｏ（　　　６ ．０８）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　４ ．０２　　　　　　　　２０００／１９８７　　　　　　　　　６ ．８４

期ＤＳＡＦ　期ＸＡＦ
１９８７　　１２８ ，７７９（１７ ．７２）　　１９８７　　２ ．４６４１（　２ ．１０）

１９８８　　　　　　１２５ ，８００（　一２ ．３１）　　　　　　１９８８　　　　　　　２ ．１４２５（一１３ ．０５）

１９８９　　１２３ ，８７１（一１ ．５３）　　１９８９　　１ ．９４７６（一９ ．１０）

１９９０　　　　　　１２３ ，２４３（　一０ ．５１）　　　　　１９９０　　　　　　　１ ．８１３３（　一６ ．８９）

１９９１　　１２３ ，８２３（　０ ．４７）　　１９９１　　１ ．７１２７（一５ ．５５）

１９９２　　１２５ ，４７６（　１ ．３４）　　１９９２　　１ ．６３４２（一４ ．５８）

１９９３　　１２８ ，０６２（　２ ．０６）　　１９９３　　１ ．５７１４（一３ ．８４）

１９９４　　　　　　１３１ ，４５６（　　　２ ．６５）　　　　　１９９４　　　　　　　１ ．５２０１（　一３ ．２７）

１９９５　　１３５ ，５５３（　３ ．１２）　　１９９５　　１ ．４７７３（一２ ．８２）

１９９６　　１４０ ，２７１（　３ ．４８）　　１９９６　　１ ．４４０８（一２ ．４７）

１９９７　　　　　　１４５ ，２２１（　　　３ ．５３）　　　　　　１９９７　　　　　　　１ ．４０４１（　一２ ．５５）

１９９８　　１５０ ，８４１（　３ ．８７）　　１９９８　　１ ．３７４６（一２ ．１０）

１９９９　　　　　　１５６ ，９５８（　　　４ ．０６）　　　　　１９９９　　　　　　　１ ．３４８３（　一１ ．９１）

２０００　　１６３ ，５５４（　４ ．２０）　　２０００　　１ ．３２４５（一１ ．７７）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　１ ．８６　　　　　　　　２０００／１９８７　　　　　　　　－４ ．６６

　表６の結果から ，次のような特徴を読み取ることができる 。第１に，実質経

済成長率は，１％に届かず，予想されるこの問の人口増加率を考慮すると ，経

済的危機は，さらに深刻化する 。産業別にみると ，特に農業生産の停滞が，著

しい。但し，各産業の生産関数を資本ストッ クだけで説明し，労働力の効呆を

みていないため，特に農業生産の伸ぴ率を若干過小評価している可能性はある 。

しかしそれが，経済的危機を打開するほどの効果であるとは考えられない 。

　一方，累積債務残高は，少しづつ逓増しているが，債務残高 ・輸出額比率を

みると ，逓減していく 。われわれの想定では，債務残高の伸ぴ率を少し上回 っ

た伸ひ率で輸出額が増えるためである 。従 って，この限りに於て累積債務問題

　　　　　　　　　　　　　　　　（８９）



　９０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第１号）

は， 深刻化しないということになる 。しかしそれは，実質経済成長率が，１％

台に到達できないということの結果であり ，もし経済開発によっ て経済成長率

が上昇すれば，債務残高 ・輸出額比率も逓増していく可能性があり ，実質経済

成長率と債務残高のもつトレード ・オフの関係をどの程度 コントロールできる

かが重要になる 。いずれにしろ ，アフリカ経済を長期的に展望すると ，経済的

停滞は免れないということになる 。

　輸出，輸入の動向をみると ，実質輸出は，毎年０ ．５％程度逓減し，実質輸入

は， 毎年４％程度逓増している 。実質輸出が逓減するのは，価格効果（世界一

次産品上昇以上に，アフリカの輸出価格が上昇）によるものであり ，実質輸入の増

大も ，先進国輸出価格以上にアフリカの輸出価格が上昇する価格効果による 。

このように，アフリカ経済における輸出 ・輸入を考えると ，価格効果は無視で

きないものがある 。

　（２）外的経済環境の変化とアフリカ経済

　ここでは，先進国の経済変化，交易条件の変化，徳政令（債務の棒引），為替

レート政策の変更が，アフリカ経済に与える影響を分析する 。

　¢　先進国の経済変化

　標準想定では，先進国の経済成長率は３％と想定していたが，ここでは４％

に経済成長率が上昇したケースを考えてシミュレーシ ョンを行う 。主な変数の

変化は表７で示される 。

（９０）
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表７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＧＤＰＡＦ

４５８ ，８０８（

４６９ ，４２９（

４７１ ，９８１（

４７４ ，１０２（

４７６ ，０７８（

４７７ ，９７７（

４７９ ，８２０（

４８１ ，６０８（

４８３ ，３４０（

４８５ ，０１６（

４８６ ，６３４（

４８８ ，１９６（

４９０ ，０８６（

４９１ ，４８７（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２００／１９８７

期

ＣＡＦ

２９０ ，７９２（

２９６ ，５１８（

３００ ，０５９（

３０２ ，５２８（

３０４ ，５０４（

３０６ ，２４８（

３０７ ，８７３（

３０９ ，４２３（

３１０ ，９１６（

３１２ ，３５７（

３１３ ，７４９（

３１５ ，０９２（

３１６ ，５８５（

３１７ ，８８６（

ＥＡＦＳＥＺ

０． ３７）

２． ３１）

０． ５４）

０． ４５）

Ｏ． ４２）

Ｏ． ４０）

Ｏ． ３９）

０． ３７）

Ｏ． ３６）

０． ３５）

０． ３３）

Ｏ． ３２）

Ｏ． ３９）

Ｏ． ２９）

０． ５３

Ｏ． ２５）

１． ９７）

１． １９）

Ｏ． ８２）

Ｏ． ６５）

０． ５７）

Ｏ． ５３）

Ｏ． ５０）

Ｏ． ４８）

０． ４６）

０． ４５）

Ｏ． ４３）

Ｏ． ４７）

Ｏ． ４１）

０． ６９

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＹＡＦＡ

９３ ，２７７ ．０（

９３ ，５４６ ．６（

９３ ，７８９ ．６（

９４ ，０２４ ．７（

９４ ，２４７ ．４（

９４ ，４５８ ．５（

９４ ，６５９ ．１（

９４ ，８５０ ．１（

９５ ，０３２ ．３（

９５ ，２０６ ．３（

９５ ，３７３ ．Ｏ（

９５ ，５３２ ．８（

９５ ，６８６ ．４（

９５ ，８３３ ．７（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２０００／１９８７

期

ＰＥＡＦ

８２ ．２７（

８８ ．７１（

９５ ．１７（

１０１ ．７５（

１０８ ．６６（

１１５ ．９８（

１２３ ．７７（

１３２ ．０６（

１４０ ．８９（

１５０ ．３１（

１６０ ．３３（

１７１ ．０１（

１８２ ．５８（

１９４ ．７２（

ＥＳＥＡＦＺ

１． ２８）

Ｏ． ２９）

０． ２６）

０． ２５）

Ｏ． ２４）

Ｏ． ２２）

Ｏ． ２１）

Ｏ． ２０）

Ｏ． １９）

Ｏ． １８）

０． １８）

Ｏ． １７）

Ｏ． １６）

Ｏ． １５）

０． ２１

１． ２８）

７． ８３）

７． ２８）

６． ９１）

６． ７９）

６． ７４）

６． ７１）

６． ７０）

６． ６９）

６． ６８）

６． ６７）

６． ６６）

６． ７６）

６． ６５）

６． ８５

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＩＡＦ

８４ ，３３８ ．２（

８２ ，１８６ ．６（

８５ ，６５９ ．９（

８７ ，００９ ．２（

８８ ，１５４ ．５（

８９ ，１７９ ．８（

９０ ，１１１ ．１（

９０ ，９６６ ．３（

９１ ，７５８ ．８（

９２ ，４９９ ．１（

９３ ，１９６ ．７（

９３ ，８５８ ．６（

９４ ，５２０ ．６（

９５ ，２７９ ．５（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２０００／１９８７

期

　Ｏ ．４７）

一２ ．５５）

　４ ．２３）

　　１ ．５８）

　　１ ．３２）

　　１ ．１６）

　　１ ．０４）

　Ｏ ．９５）

　Ｏ ．８７）

　　Ｏ ．８１）

　　Ｏ ．７５）

　　Ｏ ．７１）

　　Ｏ ．７１）

　　０ ．８０）

　　Ｏ ．９４

ＰＷＡＦ

２９３ ．２６（

３１１ ．８６（

３２８ ．０７（

３４３ ．３２（

３５８ ．４１（

３７３ ．７２（

３８９ ．４３（

４０５ ．６２（

４２２ ．３３（

４３９ ．５９（

４５７ ．４０（

４７５ ．８０（

４９５ ．２０（

５１４ ．９３（

ＥＡＦＳＥ

１３ ．０８）

６． ３４）

５． ２０）

４． ６５）

４． ４０）

４． ２７）

４． ２０）

４． １６）

４． １２）

４． ０９）

４． ０５）

４． ０２）

４． ０８）

３． ９８）

４． ４３

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

６３ ，５２９ ．８（

６６ ，４１３ ．７（

６７ ，３７２ ．７（

６７ ，６８１ ．７（

６７ ，７７０ ．２（

６７ ，７８７ ．７（

６７ ，７８４ ．Ｏ（

６７ ，７７５ ．５（

６７ ，７６７ ．２（

６７ ，７６１ ．１（

６７ ，７５７ ．７（

６７ ，７５７ ．２（

６７ ，７８４ ．４（

６７ ，７９５ ．２（

２０００／１９８７

１３ ．８３）

　４ ．５４）

　　１ ．４４）

　０ ．４６）

　Ｏ ．１３）

　Ｏ ．０３）

一〇 ．０１）

一〇 ．０１）

一０ ．０１）

一０ ．０１）

一０ ．００）

一０ ．００）

　０ ．０４）

　０ ．０２）

　Ｏ ．５０

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

４９ ，５０５ ．６（

　　　４８ ，０５４（

　　　５１ ，９６０（

　５５ ，５０７ ．８（

５８ ，８２６ ．６（

　６２ ，００６ ．８（

６５ ，０８７ ．３（

　６８ ，０９８ ．４

　７１ ，０６６ ．Ｏ（

７４ ，０１３ ．１（

７６ ，９６０ ．３（

７９ ．９９２５ ．４（

８３ ，０５５ ．６（

８６ ，２３４ ．７（

２０００／１９８７

一５ ．４２）

一２ ．９３）

　８ ．１３）

　６ ．８３）

　　５ ．９８）

　　５ ．４１）

　４ ．９７）

　４ ．６３）

　４ ．３６）

　４ ．１５）

　３ ．９８）

　３ ．８５）

　３ ．９２）

　３ ．８３）

　４ ．３６

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

５２ ，２６３ ．Ｏ（

５８ ，９１３ ．８（

６４ ，１１５ ．５（

　６８ ，８６３ ．４（

７３ ，６３８ ．４（

７８ ，６２１ ．８（

８３ ，８９６ ．１（

　８９ ，５０５ ．３（

９５ ，４８０ ．２（

１０１ ，８４８ ．Ｏ（

１０８ ，６３５ ．０（

１１５ ，８７０ ．０（

１２３ ，７５８ ．０（

１３２ ，Ｏ０８ ．Ｏ（

２０００／１９８７

１５ ．２９）

１２ ．７３）

８． ８３）

７． ４１）

６． ９３）

６． ７７）

６． ７１）

６． ６９）

６． ６８）

６． ６７）

６． ６６）

６． ６６）

６． ８１）

６． ６７）

７． ３９

（９１）



　９２

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

　ＥＳＥＡＦ

５５ ，１０６ ．Ｏ（

５５ ，１２７ ．９（

６１ ，４３３ ．８（

６７ ，６３７ ．４（

７３ ，８７６ ．６（

８０ ，２５５ ．３（

８６ ，８２２ ．８（

９３ ，６２２ ．３（

１００ ，６９６ ．Ｏ（

１０８ ，０８５ ．Ｏ（

１１５ ，８３３ ．０（

１２３ ，９８３ ．０（

１３２ ，７８７ ．０（

１４２ ，０９７ ．０（

２０００／１９８７

５． ８２）

Ｏ． ０４）

１１ ．４４）

１０ ．１０）

９． ２２）

８． ６３）

８． １８）

７． ８３）

７． ５６）

７． ３４）

７． １７）

７． ０４）

７． １０）

７． ０１）

７． ５６

立命館経済学（第４１巻 ・第１号）

期　　　　　ＤＳＡＦ

１９８７　　　　　　１２８ ，７７９（　　１７ ．７２）

１９８８　　１２５ ，６９２（一２ ．４０）

１９８９　　１２３ ，５１８（　１ ．７３）

１９９０　　　　　１２２ ，５１８（　一０ ．８１）

１９９１　　１２２ ，６１０（　０ ．０８）

１９９２　　１２３ ，６７５（　０ ．８７）

１９９３　　　　　　１２５ ，５８０（　　　１ ．５４）

１９９４　　　　　　１２８ ，２０４（　　　２ ．０９）

１９９５　　１３１ ，４４４（　２ ．５３）

１９９６　　　　　１３５ ，２１４（　　　２ ．８７）

１９９７　　１３９ ，４４９（　３ ．１３）

１９９８　　　　　　１４４ ，０９３（　　　３ ．３３）

１９９９　　１４８ ，５７０（　３ ．１１）

２０００　　　　　　１５３ ，６１２（　　　３ ．３９）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　１ ．３７

期　　　　　ＸＡＦ

１９８７　　　　　　２ ．４６４１（　　　２ ．１０）

１９８８　　　　　　　２ ．１３３５（一１３ ．４２）

１９８９　　１ ．９２６５（一９ ．７０）

１９９０　　　　　　　１ ．７７９１（　一７ ．６５）

１９９１　　　　　　１ ．６６５０（　一６ ．４１）

１９９２　　　　　　１ ．５７３０（　一５ ．５２）

１９９３　　　　　　１ ．４９６９（　一４ ．８４）

１９９４　　　　　　　１ ．４３２４（　一４ ．３１）

１９９５　　１ ．３７６７（一３ ．８９）

１９９６　　　　　　　１ ．３２７６（　一３ ．５６）

１９９７　　　　　　１ ．２８３６（　一３ ．３１）

１９９８　　　　　　　１ ．２４３６（　一３ ．１２）

１９９９　　　　　　　１ ．２００５（　一３ ．４６）

２０００　　　　　　　１ ．１６３７（　一３ ．０７）

　２０００／１９８７　　　　　　　　－５ ．６１

　経済成長率は，標準想定に比較して，毎年大体００３％程度上昇している 。こ

れはいうまでもなく ，価格効果による対先進国実質実質輸出の逓減を，先進国

経済成長率上昇による所得効果の輸出逓増が上回る結果，実質輸出の落込みが

すくなく ，そのため鉱業生産の落込みも少なく ，その分経済成長率を押し上げ

るためである 。しかし，先進国の経済環境の好転が，アフリカ経済に与える影

響は，それほど大きいとはいえないことがわかる 。但し，対先進国輸出額をみ

ると ，標準想定に比較して，毎年０．５％程度増大しており ，その結果債務残高

・輸出比率は，毎年１％程逓減することによっ て改善する 。このように，先進

国の経済成長率の上昇は，累積債務問題解決には，ある一定の効果があるとい

うことがわかる 。

　　　交易条件の変化

　ここでいう交易条件の変化とは，世界一次産品輸出価格と世界工業製品輸出

価格の相対価格の変化を想定し，世界工業製品価格は変化せず，世界一次産品

価格のみ２％（３％から５％へ）上昇したケースを考える 。主な変数の変化は ，

表８に示される 。

（９２）
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表８

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＧＤＰＡＦ

４５８ ，８０８（

４６８ ，９２７（

４７０ ，４３８（

４７１ ，６１３（

４７２ ，７０４（

４７３ ，７６９（

４７４ ，８１９（

４７５ ，８４６（

４７６ ，８４５（

４７７ ，８０７（

４７８ ，７３２（

４７９ ，６１８（

４８０ ，４６３（

４８１ ，２７１（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＣＡＦ

２９０ ，７９２（

２９６ ，２６０（

２９９ ，１６８（

３００ ，９０４（

３０２ ，１４１（

３０３ ，１６９（

３０４ ，１０８（

３０５ ，００１（

３０５ ，８６１（

３０６ ，６９０（

３０７ ，４８８（

３０８ ，２５２（

３０８ ，９８４（

３０９ ，６８４（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＥＡＦＳＥＺ

６３ ，５２９ ．８（

６５ ，９４１ ．８（

６６ ，２４４ ．３（

６５ ，８５９ ．３（

６５ ，２４３ ．７（

６４ ，５５４ ．６（

６３ ，８４３ ．９（

６３ ，１２９ ．０（

６２ ，４１６ ．０（

６１ ，７０７ ．６（

６１ ，００５ ．１（

６０ ，３０９ ．１（

５９ ，６２０ ．３（

５８ ，９３９ ．０（

２０００／１９８７

０． ３７）

２． ２１）

０． ３２）

０． ２５）

Ｏ． ２３）

Ｏ． ２３）

Ｏ． ２２）

０． ２２）

０． ２１）

Ｏ． ２０）

Ｏ． １９）

０． １８）

Ｏ． １８）

Ｏ． １７）

Ｏ． ３７

Ｏ． ２５）

１． ８８）

０． ９８）

Ｏ． ５８）

Ｏ． ４１）

０． ３４）

Ｏ． ３１）

Ｏ． ２９）

Ｏ． ２８）

Ｏ． ２７）

Ｏ． ２６）

Ｏ． ２５）

Ｏ． ２４）

Ｏ． ２３）

Ｏ． ４９

１３ ．８３）

　３ ．８０）

　Ｏ ．４６）

一０ ．５８）

一０ ．９３）

一１ ．０６）

一１ ．１０）

一１ ．１２）

一１ ．１３）

一１ ．１３）

一１ ．１４）

一１ ．１４）

一１ ．１４）

一１ ．１４）

一〇 ．５８

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＧＤＰＡＦ

９３ ，２７７ ．Ｏ（

９３ ，５４６ ．６（

９３ ，７９０ ．１（

９４ ，０２７ ．Ｏ（

９４ ，２５２ ．１（

９４ ，４６６ ．０（

９４ ，６６９ ．８（

９４ ，８６４ ．１（

９５ ，０４９ ．８（

９５ ，２２７ ．６（

９５ ，３９８ ．１（

９５ ，５６１ ．８（

９５ ，７１９ ．３（

９５ ，８７１ ．１（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＰＥＡＦ

８２ ．２７（

９１ ．３５（

１００ ．８５（

１１０ ．９４（

１２１ ．９２（

１３３ ．９３（

１４７ ．１２（

１６１ ．６１（

１７７ ．５４（

１９５ ．０３（

２１４ ．２６（

２３５ ．３８（

２５８ ．５８（

２８４ ．０７（

ＥＳＥＡＦＺ

４９ ，５０５ ．６（

４８ ，３０６ ．２（

５３ ，７５３ ．１（

５８ ，９２０ ．５（

６３ ，９４５ ．２（

　６８ ，９１７ ．９（

７３ ，８８０ ．１（

　７８ ，８７０ ．１（

　８３ ，９２５ ．６（

　８９ ，０８２ ．７（

９４ ，３７６ ．１（

　９９ ，８３７ ．１（

１０５ ，４９５ ．０（

１１１ ，３７７ ．０（

２０００／１９８７

１． ２８）

０． ２９）

Ｏ． ２６）

０． ２５）

０． ２４）

Ｏ． ２３）

Ｏ． ２２）

Ｏ． ２１）

Ｏ． ２０）

Ｏ． １９）

０． １８）

０． １７）

０． １６）

０． １６）

Ｏ． ２１

１． ２８）

１１ ．０４）

１０ ．４０）

１０ ．ＯＯ）

９． ８９）

９． ８６）

９． ８５）

９． ８５）

９． ８５）

９． ８６）

９． ８６）

９． ８６）

９． ８６）

９． ８６）

１０ ．００

一５ ．４２）

一２ ．４２）

１１ ．２８）

　９ ．６１）

　８ ．５３）

　７ ．７８）

　７ ．２０）

　６ ．７５）

　６ ．４１）

　６ ．１４）

　５ ．９４）

　５ ．７９）

　５ ．６７）

　５ ．５８）

　６ ．４４

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

！９９８

１９９９

２０００

ＩＡＦ

８４ ，３３８ ．２（

８２ ，３２４ ．８（

８６ ，３４４ ．８（

８８ ，０２９ ．１（

８９ ，４９７ ．Ｏ（

９０ ，８２７ ．２（

９２ ，０４９ ．２（

９３ ，１８５ ．７（

９４ ，２５４ ．５（

９５ ，２６９ ．９（

９６ ，２４３ ．４（

９７ ，１８４ ．４（

９８ ，０９９ ．９（

９８ ，９９６ ．０（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＰＷＡＦ

２９３ ．２６（

３１２ ．９５（

３２９ ．８１（

３４５ ．６１（

３６１ ．３０（

３７７ ．３０（

３９３ ．８１（

４１０ ．９２（

４２８ ．６８（

４４７ ．１１（

４６６ ．２２（

４８６ ．０５（

５０６ ．６２（

５２７ ．９４（

　Ｏ ．４７）

一２ ．３９）

　４ ．８８）

　　１ ．９５）

　　１ ．６７）

　　１ ．４９）

　　１ ．３５）

　　１ ．２３）

　　１ ．１５）

　　１ ．０８）

　　１ ．０２）

　０ ．９８）

　Ｏ ．９４）

　０ ．９１）

　　１ ．２４

ＥＡＦＳＥ

５２ ，２６３（

６０ ，２３７（

６６ ，８０９（

７３ ，０６６（

７９ ，５４４（

８６ ，４６０（

９３ ，９２８（

１０２ ，０２４（

１１０ ，８１１（

１２０ ，３５１（

１３０ ，７０９（

１４１ ，９５６（

１５４ ，１６７（

１６７ ，４２５（

２０００／１９８７

１３ ．０８）

６． ７１）

５． ３９）

４． ７９）

４． ５４）

４． ４３）

４． ３８）

４． ３５）

４． ３２）

４． ３０）

４． ２８）

４． ２５）

４． ２３）

４． ２１）

４． ６３

１５ ．２９）

１５ ．２６）

１０ ．９１）

９． ３７）

８． ８７）

８． ６９）

８． ６４）

８． ６２）

８． ６１）

８． ６１）

８． ６１）

８． ６０）

８． ６０）

８． ６０）

９． ３７

（９３）



９４

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＥＳＥＡＦ

５５ ，１０６（

５５ ，４１７（

６３ ，５５３（

７１ ，７９６（

８０ ，３０５（

８９ ，２００（

９８ ，５５２（

１０８ ，４３１（

１１８ ，９１７（

１３０ ，０９２（

１４２ ，０４５（

１５４ ，８７０（

１６８ ，６６３（

１８３ ，５２６（

２０００／１９８７

５． ８２）

０． ５６）

１４ ．６８）

１２ ．９７）

１１ ．８５）

１１ ．０８）

１０ ．４８）

１０ ．０２）

９． ６７）

９． ４０）

９． １９）

９． ０３）

８． ９１）

８． ８１）

９． ７０

立命館経済学（第４１巻 ・第１号）

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

　ＤＳＡＦ

１２８ ，７７９（１７ ．７２）

１２５ ，００５（一２ ．９３）

１２２ ，５７８（　一１ ．９４）

１２１ ，７４９（一０ ．６８）

１２２ ，４２８（

１２４ ，４７４（

１２７ ，７２６（

１３２ ，０４２（

１３７ ，３０１（

１４３ ，４１１（

１５０ ，３０４（

１５７ ，９３４（

１６６ ，２７２（

１７５ ，３０３（

２０００／１９８７

０． ５６）

１． ６７）

２． ６１）

３． ３８）

３． ９８）

４． ４５）

４． ８１）

５． ０８）

５． ２８）

５． ４３）

２． ４０

期　　　　　ＸＡＦ

１９８７　　　　　　２ ．４６４１（　　　２ ．１０）

１９８８　　　　　　　２ ．０７５２（一１５ ．７８）

１９８９　　　　　　１ ．８３４８（一１１ ．５９）

１９９０　　　　　　　１ ．６６６３（　一９ ．１８）

１９９１　　１ ．５３９１（一７ ．６３）

１９９２　　　　　　１ ．４３９７（　一６ ．４６）

１９９３　　　　　　１ ．３５９８（　一５ ．５５）

１９９４　　　　　　１ ．２９４２（　一４ ．８３）

１９９５　　　　　　１ ．２３９１（　一４ ．２６）

１９９６　　　　　　１ ．１９１６（　一３ ．８３）

１９９７　　　　　　　１ ．１４９９（　一３ ．５０）

１９９８　　１ ．１１２６（一３ ．２５）

１９９９　　　　　　１ ．０７８５（　一３ ．０６）

２０００　　　　　　　１ ．０４７１（　一２ ．９２）

　２０００／１９８７　　　　　　　　－６ ．３７

　この結果経済成長率は，標準想定と比較して，僅かであるが減少することが

わかる 。これは，前述したように，世界一次産品価格上昇によっ てアフリカの

世界輸出価格がそれ以上に上昇し，価格効果によっ て実質対先進国輸出が減少

し， それが鉱業生産の減少を経由して実質経済成長率を押し下げるためである 。

一方世界輸出価格の上昇によっ て， 実質輸出の減少にもかかわらず，標準想定

に比して約２ ．５％も輸出額が増大し，その結果，債務残高 ・輸出比率も改善す

る。

　このように，交易条件の改善も債務問題解決には有効と考えられるが，経済

成長率を高めるという点ではむしろ好ましくないということになる 。

　　　徳政令（債務の棒引き）

　ブラ ッドレー構想をさらに延長し，当該期問中（１９８８年から２０００年）毎年債務

残高の３％分と利子率３％分の利払いを免除するケースをシミュレーシ ョンし

た結果が，表９に示される 。

（９４）



アフ １フカ ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について （本田）９５

表９

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＧＤＰＡＦ

４５８ ，８０８（

４６８ ，８２９（

４７０ ，９８１（

４７２ ，７５７（

４７４ ，２８６（

４７６ ，Ｏ０５（

４７７ ，７０８（

４７９ ，３７２（

４８０ ，９８４（

４８２ ，５３８（

４８４ ，３５１（

４８５ ，７４９（

４８７ ，１１６（

４８８ ，４２５（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＣＡＦ

２９０ ，７９２（

２９６ ，２１０（

２９９ ，４２６（

３０１ ，５９１（

３０３ ，２２０（

３０４ ，７３６（

３０６ ，２０１（

３０７ ，６２５（

３０９ ，Ｏ０６（

３１０ ，３４２（

３１１ ，７９２（

３１３ ，０７５（

３１４ ，２７６（

３１５ ，４１５（

２０００／１９８７

期 ＥＡＦＳＥＺ

Ｏ． ３７）

２． １８）

Ｏ． ４６）

Ｏ． ３８）

Ｏ． ３２）

Ｏ． ３６）

Ｏ． ３６）

Ｏ． ３５）

Ｏ． ３４）

０． ３２）

Ｏ． ３８）

Ｏ． ２９）

Ｏ． ２８）

Ｏ． ２７）

Ｏ． ４８

Ｏ． ２５）

１． ８６）

１． ０９）

Ｏ． ７２）

Ｏ． ５４）

Ｏ． ５０）

Ｏ． ４８）

Ｏ． ４７）

Ｏ． ４５）

Ｏ． ４３）

Ｏ． ４７）

Ｏ． ４１）

Ｏ． ３８）

Ｏ． ３６）

Ｏ． ６３

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＹＡＦＡ

９３ ，２７７ ．０（

９３ ，５４６ ．６（

９３ ．７９１ １４（

９４ ，０２９ ．Ｏ（

９４ ，２５４ ．１（

９４ ，４６７ ．９（

９４ ，６７０ ．５（

９４ ，８６３ ．Ｏ（

９５ ，０４６ ．３（

９５ ，２２１ ．２（

９５ ，３８８ ．２（

９５ ，５４７ ．８（

９５ ，７０１ ．２（

９５ ，８４８ ．５（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

　　２０００／１９８７

期

ＰＥＡＦ

８２ ．２７（

８８ ．６３（

９４ ．９３（

１０１ ．４３（

１０８ ．３１（

１１５ ．５５（

１２３ ．２７（

１３１ ．４９（

１４０ ．２５（

１４９ ．５９（

１５９ ．７０（

１７０ ．３１（

１８１ ．５９（

１９３ ．６１（

ＥＳＥＤＦＺ

１． ２８）

Ｏ． ２９）

Ｏ． ２６）

Ｏ． ２５）

Ｏ． ２４）

Ｏ． ２３）

Ｏ． ２１）

Ｏ． ２０）

Ｏ． １９）

Ｏ． １８）

Ｏ． １８）

０． ユ７）

Ｏ． １６）

Ｏ． １５）

Ｏ． ２１

１． ２８）

７． ７３）

７． １１）

６． ８５）

６． ７９）

６． ６８）

６． ６８）

６． ６７）

６． ６６）

６． ６６）

６． ７６）

６． ６４）

６． ６３）

６． ６２）

６． ８１

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＩＡＦ

８４ ，３３８ ．２（

８２ ，７２５ ．９（

８６ ，３３７ ．７（

８７ ，８７５ ．２（

８９ ，３６１ ．２（

９０ ，２８５ ．５（

９１ ，１０９ ．６（

９１ ，８３０ ．７（

９２ ，４７２ ．８（

９３ ，０５４ ．３（

９３ ，７１４ ．７（

９４ ，３２１ ．８（

９４ ，７７５ ．９（

９５ ，２１８ ．４（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２０００／１９８７

期

ＰＷＡＦ

２９３ ．２６（

３１１ ．４１（

３２７ ．１２（

３４１ ．８６（

３５６ ．３５（

３７１ ．２２（

３８６ ．５７（

４０２ ．４５（

４１８ ．８６（

４３５ ．８１（

４５３ ．６２（

４７１ ．７９（

４９０ ．４６（

５０９ ．７１（

　　Ｏ ．４７）

一１ ．９１）

　４ ．３７）

　　１ ．７８）

　　１ ．６９）

　　１ ．０３）

　Ｏ ．９１）

　Ｏ ．７９）

　Ｏ ．７０）

　Ｏ ．６３）

　Ｏ ．７１）

　Ｏ ．６５）

　Ｏ ．４８）

　Ｏ ．４７）

　Ｏ ．９４

ＥＡＦＳＥ

１３ ．０８）

６． １９）

５． ０４）

４． ５１）

４． ２４）

４． １７）

４． １４）

４． １１）

４． ０８）

４． ０５）

４． ０９）

４． ＯＯ）

３． ９６）

３． ９２）

４． ３４

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

６３ ，５２９ ．８（

６６ ，２２１ ．３（

６６ ，９６０ ．４（

６６ ，９８２ ．４（

６６ ，７０８ ．８（

６６ ，３９０ ．６（

６６ ，０５６ ．５（

６５ ，７１７ ．８（

６５ ，３７９ ．１（

６５ ，０４２ ．３（

６４ ，７２５ ．３（

６４ ，３９８ ．５（

６４ ，０７３ ．４（

６３ ，７５２ ．４（

２００／１９８７

１３ ．８３）

　　４ ．２４）

　　１ ．１２）

　　Ｏ ．０３）

一０ ．４１）

一〇 ．４８）

一〇 ．５０）

一〇 ．５１）

一〇 ．５２）

一〇 ．５２）

一〇 ．４９）

一〇 ．５０）

一〇 ．５０）

一〇 ．５０）

　Ｏ ．０３

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

４９ ，５０５ ．６（

４９ ，２１０ ．６（

５４ ，０４２ ．８（

５８ ，３７１ ．３（

６２ ，２７０ ．９（

６５ ，６７４ ．１（

６８ ，７７４ ．５（

７１ ，６８１ ．３（

７４ ，４５６ ．８（

７７ ，１４９ ．２（

７９ ，８８８ ．Ｏ（

８２ ，５５２ ．１（

８５ ，１６９ ．３（

８７ ，８１０ ．６（

２０００／１９８７

一５ ．４２）

一〇 ．６０）

　　９ ．８２）

　　８ ．０１）

　　６ ．６８）

　　５ ．４７）

　４ ．７２）

　４ ．２３）

　３ ．８７）

　３ ．６２）

　３ ．５５）

　３ ．３３）

　３ ．１７）

　３ ．１０）

　４ ．５１

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

　５２ ，２６３ ．Ｏ（

５８ ，６８９ ．９（

６３ ，５６３ ．７（

　６７ ，９３８ ．５（

７２ ，２５２ ．１（

　７６ ，７１４ ．３（

８１ ，４２４ ．５（

　８６ ，４１０ ．８（

　９１ ，６９４ ．Ｏ（

９７ ，２９３ ．７（

１０３ ，３６３ ．０（

１０９ ，６７４ ．０（

１１６ ，３６３ ．Ｏ（

１２３ ，４３１ ．Ｏ（

２０００／１９８７

１５ ．２９）

１２ ．３０）

８． ３０）

６． ８８）

６． ３５）

６． １８）

６． １４）

６． １２）

６． １１）

６． １１）

６． ２４）

６． １０）

６． ０９）

６． ０８）

６． ８３

（９５）



９６

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＥＳＥＡＦ

５５ ，１０６ ．０（

５６ ，４５４ ．３（

６３ ，８９５ ．９（

７１ ，１２６ ．７（

７８ ，２０２ ．１（

８５ ，００１ ．９（

９１ ，７４１ ．４（

９８ ，５４８ ．１（

１０５ ，５００ ．０（

１１２ ，６６５ ．０（

１２０ ，２３９ ．０（

１２８ ，０５７ ．０（

１３６ ，１６７ ．０（

１４４ ，６９３ ．０（

２０００／１９８７

５． ８２）

２． ４５）

１３ ．１８）

１１ ．３２）

９． ９５）

８． ７０）

７． ９３）

７． ４２）

７． ０５）

６． ７９）

６． ７２）

６． ５０）

６． ３３）

６． ２６）

７． ７１

立命館経済学（第４１巻 ・第１号）

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

　ＧＤＰＡＦ

１２８ ，７７９（１７ ．７２）

１１９ ，８７６（　一６ ．９１）

１１３ ，５９１（一５ ．２４）

１０９ ，９６２（一３ ．１９）

１０９ ，０４４（　一〇 ．８３）

１０９ ，７９４（

１１１ ，８１２（

１１４ ，８２１（

１１８ ，６１９（

１２３ ，０６２（

１２７ ，８９６（

１３３ ，３３５（

１３９ ，２０５（

１４５ ，４９１（

２０００／１９８７

０． ６９）

１． ８４）

２． ６９）

３． ３１）

３． ７５）

３． ９３）

４． ２５）

４． ４０）

４． ５２）

Ｏ． ９４

期　　　　　ＸＡＦ

１９８７　　　　　　　２ ．４６４１（　　　２ ．１０）

１９８８　　　　　　　２ ．０４２５（一１７ ．１１）

１９８９　　　　　　　１ ．７８７０（一１２ ．５１）

１９９０　　　　　　　１ ．６１８６（　一９ ．４３）

１９９１　　　　　　　１ ．５０９２（　一６ ．７５）

１９９２　　　　　　１ ．４３１２（　一５ ．１７）

１９９３　　　　　　１ ．３７３２（　一４ ．０５）

１９９４　　　　　　　１ ．３２８８（　一３ ．２３）

１９９５　　　　　　　１ ．２９３６（　一２ ．６４）

１９９６　　　　　　　１ ．２６４９（　一２ ．２３）

１９９７　　　　　　　１ ．２３７４（　一２ ．１７）

１９９８　　　　　　　１ ．２１５７（　一１ ．７５）

１９９９　　　　　　　１ ．１９６４（　一１ ．５９）

２０００　　１ ．１７８７（一１ ．４８）

２０００／１９８７　　　　　　　　－５ ．５１

　債務棒引きは，資本財輸入（ここでは，先進国輸入で代理）拡大によっ て， 投

資を増え，資本ストッ ク増大によっ て， 農業生産及び工業生産を僅かに増やす

が， 対先進国輸入拡大は，鉱業部門の稼働率を下げることによっ て， 鉱業生産

が滅少し，その結果経済成長率は標準想定と比較してあまり変化しないという

ことになる 。一方，累積債務問題を解決するということでは，十分な効果があ

り， 債務残高 ・輸出比率は相当に改善する 。

　このように徳政令は，累積債務問題に対しては，有効な政策手段であるが，

経済成長に対しては，農業生産や工業生産拡大に有効，一次産品輸出に依存す

る鉱業生産拡大に対して，余り有効でないという非対照性を示す 。

　＠　為替政策の変更

　標準想定では，為替レートは一定としたが，ここでは，自国通貨が５％切り

下げられるケースを考えてシミュレーシ ョンを行 った。主な変数の変化は，表

１０で示される 。

（９６）



アフ １フカ ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について （本田）９７

表１０

期　　　　　ＧＤＰＡＦ

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

４５８ ，８０８（

４６９ ，０８８（

４７１ ，２４５（

４７２ ，９０８（

４７４ ，４６１（

４７５ ，８５９（

４７７ ，２２２（

４７８ ，５３２（

４７９ ，７８５（

４８０ ，９８１（

４８１ ，９３５（

４８３ ，０４５（

４８４ ，０８０（

４８５ ，０５３（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＣＡＦ

２９０ ，７９２（

２９６ ，３４３（

２９９ ，６１４（

３０１ ，７４２（

３０３ ，３６８（

３０４ ，７１９（

３０５ ，９４５（

３０７ ，０９４（

３０８ ，１８５（

３０９ ，２２３（

３１０ ，１１８（

３１１ ，０３５（

３１１ ，９２４（

３１２ ，７６９（

２０００／１９８７

期　　　　　ＥＡＦＳＥＺ

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

６３ ，５２９ ．８（

６６ ，０１５ ．９（

６６ ，５０９ ．５（

６６ ，２８９ ．３（

６５ ，８１３ ．８（

６５ ，２９３ ．１（

６４ ，７６７ ．６（

６４ ，２５０ ．１（

６３ ，７４３ ．９（

６３ ，２４９ ．５（

６２ ，７７５ ．３（

６２ ，３０６ ．Ｏ（

６１ ，８４４ ．２（

６１ ，３９１ ．１（

２０００／１９８７

Ｏ． ３７）

２． ２４）

Ｏ． ４６）

Ｏ． ３５）

Ｏ． ３３）

０． ２９）

０． ２９）

０． ２７）

Ｏ． ２６）

０． ２５）

Ｏ． ２０）

Ｏ． ２３）

Ｏ． ２１）

Ｏ． ２０）

Ｏ． ４３

０． ２５）

１． ９１）

１． １０）

０． ７１）

Ｏ． ５４）

Ｏ． ４５）

０． ４０）

Ｏ． ３８）

０． ３６）

Ｏ． ３４）

０． ２９）

Ｏ． ３０）

０． ２９）

０． ２７）

０． ５６

１３ ．８３）

　　３ ．９１）

　　Ｏ ．７５）

一〇 ．３３）

一〇 ．７２）

一〇 ．７９）

一０ ．８０）

一０ ．８０）

一０ ．７９）

一０ ．７８）

一０ ．７５）

一０ ．７５）

一０ ．７４）

一０ ．７３）

一０ ．２６

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＹＡＦＡ

　　９３ ，２７７（

９３ ，５４６ ．６（

９３ ，７８９ ．３（

９４ ，０２１ ．４（

９４ ，２３８ ．７（

９４ ，４４３ ．０（

９４ ，６３５ ．２（

９４ ，８１６ ．４（

９４ ，９８７ ．４（

９５ ，１４９ ．４（

９５ ，３０３ ．Ｏ（

９５ ，４４８ ．７（

９５ ，５８７ ．３（

９５ ，７１９ ．４（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＰＥＡＦ

８２ ．２７（

８９ ．２９（

９６ ．２７（

１０３ ．４９（

１１１ ．２０（

１１９ ．２４（

１２７ ．８２（

１３６ ．９６（

１４６ ．７２（

１５７ ．１４（

１６８ ．１２（

１７９ ．９８（

１９２ ．６５（

２０６ ．１８（

ＥＳＥＡＦＺ

４９ ，５０５ ．６（

４８ ，０６７ ．７（

５２ ，０９７ ．２（

５５ ，７８０ ．６（

５９ ，３６６ ．４（

６２ ，６８０ ．６（

６５ ，７８８ ．８（

６８ ．７８０

７１ ．６８９

７４ ．５４４

７７ ．１６９

７９ ．７４０

８２ ．４０６

８５ ，１２１

２０００／１９８７

３（

５（

５（

６（

０（

３（

６（

１． ２８）

Ｏ． ２９）

Ｏ． ２６）

０． ２５）

０． ２３）

０． ２２）

０． ２０）

０． １９）

Ｏ． １８）

Ｏ． １７）

Ｏ． １６）

Ｏ． １５）

Ｏ． １５）

０． １４）

Ｏ． ２０

１． ２８）

８． ５４）

７． ８２）

７． ４９）

７． ４５）

７． ２４）

７． １９）

７． １５）

７． １３）

７． １０）

６． ９８）

７． ０６）

７． ０４）

７． ０２）

７． ３２

一５ ．４２）

一２ ．９０）

　８ ．３８）

　７ ．０７）

　６ ．４３）

　５ ．５８）

　４ ．９６）

　４ ．５５）

４． ２３）

　３ ．９８）

　３ ．５２）

　３ ．３３）

３． ３４）

　３ ．３０）

　４ ．２６

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＩＡＦ

８４ ，３３８ ．２（

８２ ，２３４ ．６（

８４ ，５５２ ．９（

８４ ，８３４ ．２（

８４ ，８１４ ．２（

８４ ，７４１ ．１（

８４ ，５２４ ．２（

８４ ，２２８ ．９（

８３ ，８６７ ．８（

８３ ，４５４ ．３（

８３ ，２４０ ．３（

８２ ，６６６ ．７（

８２ ，１３３ ．７（

８１ ，５８２ ．９（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＰＷＡＦ

　　２９３ ．２６（

　　３３１ ．３６（

　　３６９ ．９４（

　　４１０ ．４７（

　　４５４ ．０８（

　　５０１ ．４２（

　　５５３ ．０９（

　　６０９ ．６０（

　　６７１ ．４３（

　　７３９ ．０８（

　　８１２ ．７９（

　　８９３ ．６７（

　　９８２ ．２１（

１， ０７９ ，０７（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

　　Ｏ ．４７）

一２ ．４９）

　　２ ．８２）

　Ｏ ．３３）

一〇 ．０２）

一０ ．０９）

一０ ．２６）

一〇 ．３５）

一〇 ．４３）

一〇 ．４９）

一〇 ．２６）

一０ ．６９）

一０ ．６４）

一〇 ．６７）

一０ ．２６

ＥＡＦＳＥ

　５２ ，２６３ ．Ｏ（

５８ ，９４６ ．５（

　６４ ，０３０ ．０（

６８ ，６００ ．４（

７３ ，１８２ ．２（

　７７ ，８５７ ．６（

８２ ，７８３ ．５（

　８７ ，９９７ ．７（

９３ ，５２６ ．３（

９９ ，３９１ ．５（

１０５ ，５３４ ．Ｏ（

１１２ ，１３６ ．０（

１１９ ，１４２ ．Ｏ（

１２６ ，５７６ ．Ｏ（

２０００／１９８７

１３ ．０８）

１２ ．９９）

１１ ．６４）

１０ ．９６）

１０ ．６３）

１０ ．４２）

１０ ．３１）

王０ ．２２）

１０ ．１４）

１０ ．０８）

９． ９７）

９． ９５）

９． ９１）

９． ８６）

１０ ．５４

１５ ．２９）

１２ ．７９）

８． ６２）

７． １４）

６． ６８）

６． ３９）

６． ３３）

６． ３０）

６． ２８）

６． ２７）

６． １８）

６． ２６）

６． ２５）

６． ２４）

７． ０４

（９７）



　９８

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＥＳＥＡＦ

５５ ，１０６ ．０（

５５ ，１４３ ．２（

６１ ，５９５ ．５（

６７ ，９６９ ．９（

７４ ，５５４ ．４（

８１ ，１２７ ．４（

８７ ，１５８ ．６（

９４ ，５５９ ．８（

１０１ ，５７９ ．０（

１０８ ，８６１ ．Ｏ（

１１６ ，１４８ ．０（

１２３ ，６９５ ．Ｏ（

１３１ ，７４９ ．０（

１４０ ，２６２ ．Ｏ（

２０００／１９８７

５． ８２）

Ｏ． ０７）

１１ ．７０）

１０ ．３５）

９． ６９）

８． ８２）

８． １７）

７． ７５）

７． ４２）

７． １７）

６． ６９）

６． ５０）

６． ５１）

６． ４６）

７． ４５

立命館経済学（第４１巻 ・第１号）

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

　ＤＳＡＦ

１２８ ，７７９（　　１７ ．７２）

１２５ ，７１０（一２ ．３８）

１２３ ，６６９（一１ ．６２）

１２３ ，００５（一０ ．５４）

１２３ ，４４４（

１２５ ，１０３（

１２７ ，７７３（

１３１ ，３１５（

１３５ ，６１３（

１４０ ，５７６（

１４７ ，０４１（

１５３ ，８７５（

１６１ ，１１０（

１６８ ，７５５（

２０００／１９８７

０． ３６）

１． ３４）

２． １３）

２． ７７）

３． ２７）

３． ６６）

４． ６０）

４． ６５）

４． ７０）

４． ７４）

２． １０

期　　　　　ＸＡＦ

１９８７　　　　　　　２ ．４６４１（　　　２ ．１０）

１９８８　　　　　　　２ ．１３２６（一１３ ．４５）

１９８９　　　　　　　１ ．９３１４（　一９ ．４３）

１９９０　　　　　　　１ ．７９３１（　一７ ．１６）

１９９１　　　　　　１ ．６８６８（　一５ ．９３）

１９９２　　　　　　　１ ．６０６８（　一４ ．７４）

１９９３　　　　　　　１ ．５４３５（　一３ ．９４）

１９９４　　　　　　　１ ．４９２３（　一３ ．３２）

１９９５　　　　　　１ ．４５００（　一２ ．８３）

１９９６　　　　　　１ ．４１４４（　一２ ．４６）

１９９７　　　　　　　１ ．３９３３（　一１ ．４９）

１９９８　　　　　　　１ ．３７２２（　一１ ．５１）

１９９９　　　　　　　１ ．３５２３（　一１ ．４５）

２０００　　　　　　　１ ．３３３２（　一１ ．４１）

２０００／１９８７　　　　　　　　－４ ．６１

　為替レートの切下げによっ て， 実質輸出量は増大すると考えられるが，シミ

ュレーシ ョンからは，逆に減少する結果となっ ている 。これは，為替切下げに

よっ て， 自国通貨建ての輸入価格の上昇によっ て， 卸売物価が上昇するが，そ

の上昇率が，為替レートの切下げ率を上回るため，結局輸出価格が上昇し，価

格効果によっ て実質輸出は減少することになり ，経済成長率滅少の原因になる 。

このように，為替レート切下げが，必ずしも実質輸出の増加につながらないこ

とに，留意しておく必要がある 。一方，輸出価格の上昇は，輸出額を増大させ

るが，実質輸入の増大によっ て， 輸入額も増大し，その結果累積債務の増大要

因となり ，債務残高はむしろ増大し，標準想定に比較して，債務残高 ・輸出比

率の改善率は少し悪くなる 。

　尚ここで，投資の減少率が，標準想定に比較して大きくなっ ているが，これ

は卸売物価の上昇が投資に与えるマイナスの影響のためである 。

　以上，４つのケースに分けてシミュレーシ ョン分析を行 ってきたが，一言で

まとめると ，◎＠＠の場合，債務問題解決のためには，有効な政策手段である

が， 経済成長を高めるための政策手段には，必ずしもならないということであ

り， 　の場合にみられるように，為替切下げによる輸出振興政策はあまり好ま

しくなく ，むしろ為替安定あるいは切上げの方が，経済成長を高め，債務問題

を解決するためには，有効であるということになる。それでは，どうしたら累

　　　　　　　　　　　　　　　　（９８）



　　アフリカ ・ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について（本田）９９

積債務問題をコントロールしながら経済成長率を高めることができるのだろう

か。 次にこの問題を考えてみよう 。

　（４）経済成長を高め，債務間題をコントロールするためのシナリオ

　先進国が経済成長率を長期にわた って３％以上維持することは，大変困難な

課題と思われる 。また基本的に価格が市場で決定されるということを前提にす

ると ，交易条件の改善が長期的に維持されるという保証はまっ たくない。した

がっ て， 先進国がアフリカの経済危機の打開に，責任を持 って対応するという

視点からいうと ，前述の政策手段の中では，徳政令が重要になる 。しかし徳政

令は，基本的に先進国の民問経済王体（特に銀行）の政策であり ，先進国が国

として責任を持ってアフリカに対応するという点では，経済援助が中心になら

ざるを得ない。その際重要なことは，量的に経済援助を増やすだけでなく ，そ

の質が問題となる 。

　ではどの様な質の経済援助をすべきなのか。ここで注目すべき点は，前述し

たように，アフリカの場合資本の生産性が極端に低いということである 。この

資本の生産性が低い限り ，アフリカの経済停滞は改善されないといっ ても過言

ではない。以下では，先進国民間経済主体は，徳政令で，先進国政府は，資本の

生産性を高めるような質を考慮した経済援助政策を行 った場合，どの程度経済

成長を高めかつ債務問題をコントロールすることができるかを分析してみよう 。

　ここでは，前述の議論を基に，次のような想定を行 った 。

　　１）潜在農業生産の資本ストッ ク弾力性をＯ ．０５高める

　　２）工業生産の資本ストッ ク弾力性をＯ ．１高める

　　３）経済援助額を倍増し３％の伸び率で増やす

　　４）毎年債務残高の３％，利子率３％分の利子支払い免除

なおこの想定では，民間経済主体は，基本的に新規の貸付はせず，新規に必要

な資金は，経済援助という形で，先進国政府が供給するということを想定して

いる 。また，為替レートは，安定政策をとり ，一定に維持すると仮定している 。

この時，次のようなシミュレーシ ョン結果が得られた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（９９）



１００ 立命館経済学 （第４１巻 ・第１号）

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＧＤＰＡＦ

４５８ ，８０８（

４８６ ，３８２（

５０４ ，６２０（

５２３ ，２１３（

５４２ ，３５３（

５６１ ，６７０（

５８１ ，０３３（

６００ ，１８８（

６１９ ，２４８（

６３８ ，１７８（

６５６ ，９３８（

６７５ ，５１４（

６９３ ，８９７（

７１２ ，０８４（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＣＡＦ

２９０ ，７９２（

３０５ ，２０９（

３２０ ，１８２（

３３５ ，５５３（

３５１ ，３６１（

３６７ ，４２９（

３８３ ，６２３（

３９９ ，７５９（

４１５ ，８２３（

４３１ ，７９３（

４４７ ，６４０（

４６３ ，３４３（

４７８ ，８９２（

４９４ ，２８０（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＥＡＦＳＥＺ

６３ ，５２９ ．８（

６５ ，７２２ ．５（

６５ ，６４０ ．８（

６４ ，６４４ ．８（

６３ ，４０８ ．６（

６２ ，１２０ ．Ｏ（

６０ ，８５２ ．６（

５９ ，６４７ ．６（

５８ ，４９２ ．５（

５７ ，３９７ ．０（

５６ ，３６０ ．６（

５５ ．３８０

５４ ．４５１

５３ ，５７１

２０００／１９８７

２（

７（

１（

０． ３７）

６． ０１）

３． ７５）

３． ６８）

３． ６６）

３． ５６）

３． ４５）

３． ３０）

３． １８）

３． ０６）

２． ９４）

２． ８３）

２． ７２）

２． ６２）

３． ４４

０． ２５）

４． ９６）

４． ９１）

４． ８０）

４． ７１）

４． ５７）

４． ４１）

４． ２１）

４． ０２）

３． ８４）

３． ６７）

３． ５１）

３． ３６）

３． ２１）

４． １７

１３ ．８３）

　３ ．４５）

一０ ．１２）

一１ ．５２）

一１ ．９１）

一２ ．０３）

一２ ．０４）

一１ ．９８）

一１ ．９４）

一１ ．８７）

一１ ．８１）

一１ ．７４）

一１ ．６８）

一１ ．６２）

一１ ．３０

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

表１１

ＹＡＦＡ

９３ ，２７７（

９４ ，６０７（

９５ ，８３６（

９７ ，０９９（

９８ ，３５８（

９９ ，６００（

１ＯＯ ，８２１（

１０２ ，０１８（

１０３ ，１８３（

１０４ ，３２２（

１０５ ，４３６（

１０６ ，５２７（

１０７ ，５９４（

１０８ ，６３７（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＰＥＡＦ

８２ ．２７（

９０ ．３９（

９９ ．２８（

１０９ ．０７（

１１９ ．６０（

１３１ ．０３（

１４３ ．３８（

１５６

１７０

１８６

２０２

２２０

２３９

２６０

６５（

９６（

３６（

８９（

６５（

７１（

１７（

ＥＳＥＡＦＺ

４９ ，５０５ ．６（

５１ ，５１７ ．４（

　５９ ，５０５ ．７（

６７ ，１５１ ．８（

７４ ，１２６ ．３（

８０ ，４９０ ．０（

８６ ，３８７ ．４（

９２ ，４１９ ．４（

９７ ，４８１ ．１（

１０２ ，４１１ ．Ｏ（

１０７ ，３０５ ．０（

１１２ ，２２１ ．０（

１１７ ，１９７ ．０（

１２２ ，２５７ ．０（

２０００／１９８７

１． ２８）

１． ４３）

１． ３０）

１． ３２）

１． ３０）

１． ２６）

１． ２３）

１． １９）

１． １４）

１． １０）

１． ０７）

１． ０３）

１． ００）

０． ９７）

１． １８

１． ２８）

９． ８８）

９． ８４）

９． ８５）

９． ６６）

９． ５５）

９． ４３）

９． ２５）

９． １４）

９． ００）

８． ８７）

８． ７５）

８． ６４）

８． ５３）

９． ２６

一５ ．４２）

４． ０６）

１５ ．５１）

１２ ．８５）

１０ ．３９）

　８ ．５８）

　７ ．３３）

　６ ．９８）

　５ ．４８）

　５ ．０６）

　４ ．７８）

　４ ．５８）

　４ ．４３）

　４ ．３２）

　７ ．２０

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＩＡＦ

８４ ，３３８（

８３ ，７８４（

９２ ，６０８（

９９ ，１２１（

１０５ ，００５（

１１０ ，７４２（

１１６ ，３６０（

１２２ ，２３０（

１２７ ，７７１（

１３３ ，１０７（

１３８ ，４７８（

１４３ ，８３０（

１４９ ，１７１（

１５４ ，５０３（

２０００／１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２０００１１９８７

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

ＰＷＡＦ

２９３ ，２６（

３２２ ．９９（

３５５ ．３８（

３９０ ．１６（

４２７ ．６０（

４６７ ．５８（

５１０ ．０２（

５５４ ．７１（

６０１ ．７３（

６５１ ．１１（

７０２ ．９０（

７５７ ．１２（

８１３ ．８６（

８７３ ．１８（

　０ ．４７）

一０ ．６６）

１Ｏ ．５３）

　７ ．０３）

　５ ．９４）

　５ ．４６）

　５ ．０７）

　５ ．０４）

　４ ．４８）

　４ ．２３）

　４ ．０３）

　３ ．８７）

　３ ．７１）

　３ ．５７）

　４ ．７７

ＥＡＦＳＥ

　５２ ，２６３ ．０（

５９ ，４０６ ．７（

　６５ ，１７０ ．４（

７０ ，５０５ ．９（

７５ ，８３７ ．７（

　８１ ，３９４ ．３（

８７ ，２４９ ．５（

９３ ，４３５ ．４（

１００ ，００１ ．０（

１０６ ，９６２ ．０（

１１４ ，３５１ ．Ｏ（

１２２ ，１９７ ．０（

１３０ ，５２８ ．０（

１３９ ，３７６ ．Ｏ（

２０００／１９８７

１３ ．０８）

１０ ．１４）

１． ０３）

９． ７９）

９． ６０）

９． ３５）

９． ０８）

８． ７６）

８． ４８）

８． ２１）

７． ９５）

７． ７２）

７． ４９）

７． ２９）

８． ７６

１５ ．２９）

１３ ．６７）

９． ７０）

８． １９）

７． ５６）

７． ３３）

７． １９）

７． ０９）

７． ０３）

６． ９６）

６． ９１）

６． ８６）

６． ８２）

６． ７８）

７． ８４

（１００）



アフリカ ・ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について（本田）１０１

期　　　　　ＥＳＥＡＦ

１９８７　　　　　　５５ ，１０６（　　　５ ．８２）

１９８８　　　　　　　５９ ，１０１（　　　７ ．２５）

１９８９　　　　　　７０ ，３５５（　　１９ ．０４）

１９９０　　　　　　８１ ，８２６（　　１６ ．３０）

１９９１　　　　　　９３ ，０９１（　　１３ ．７７）

１９９２　　　　　　１０４ ，１７８（　　１１ ．９１）

１９９３　　１１５ ，２３６（１０ ．６１）

１９９４　　　　　１２７ ，０５９（　　１０ ．２６）

１９９５　　１３８ ，１２４（　８ ．７１）

１９９６　　　　　　１４９ ，５５６（　　　８ ．２８）

１９９７　　１６１ ，５０４（　７ ．９９）

１９９８　　１７４ ，０８１（　７ ．７９）

１９９９　　１８７ ，３７２（　７ ．６４）

２０００　　　　　　２０１ ，４５４（　　　７ ．５２）

２０００／１９８７　　　　　　　　１０ ．４９

期

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

　ＤＳＡＦ

１２８ ，７７９（　　１７ ．７２）

１１６ ，９１３（　一９ ．２１）

１０９ ，７０３（一６ ．１７）

１０７ ，６８６（　一１ ．８４）

１０９ ，５１８（

１１４ ，４０９（

１２１ ，７９６（

１３２ ，２０８（

１４４ ，４７５（

１５８ ，２８９（

１７３ ，５４２（

１９０ ，１９７（

２０８ ，２５８（

２２７ ，７６２（

２０００／１９８７

１． ７０）

４． ４７）

６． ４６）

８． ５５）

９． ２８）

９． ５６）

９． ６４）

９． ６０）

９． ５０）

９． ３７）

４． ４８

期　　　　　ＸＡＦ

１９８７　　　　　　２ ．４６４１（　　　２ ．１０）

１９８８　　　　　　　１ ．９６８０（一２０ ．１３）

１９８９　　　　　　　１ ．６８３３（一１４ ．４７）

１９９０　　　　　　　１ ．５２７３（　一９ ．２７）

１９９１　　　　　　　１ ．４４４１（　一５ ．４５）

１９９２　　　　　　１ ．４０５６（　一２ ．６７）

１９９３　　　　　　１ ．３９６０（　一０ ．６９）

１９９４　　　　　　　１ ．４１５０（　　　１ ．３６）

１９９５　　１ ．４４４７（　２ ．１０）

１９９６　　　　　　　１ ．４７９９（　　　２ ．４３）

１９９７　　１ ．５１７６（　２ ．５５）

１９９８　　　　　　　１ ．５５６５（　　　２ ．５６）

１９９９　　　　　　　１ ．５９５５（　　　２ ．５１）

２０００　　　　　　　１ ．６３４２（　　　２ ．４２）

２０００／１９８７　　　　　　　　－３ ．１１

　農業部門及び工業部門の資本生産性の増大は，資本ストッ クー定であ っても

生産を増大させるから ，経済成長率を高める 。経済成長率が高まると ，対先進

国輸入が増え，投資を増大させ，それが資本の生産性上昇と相まっ て生産を高

め， 経済成長率増大という望ましい循環が生じる 。一方，対先進国輸入の増大

は， 債務問題を深刻化させる可能性があるが，それは，徳政令及び経済援助の

拡大によっ てコントロールされる 。その結果，経済成長率は，３％台になり ，

債務残高　輸出比率も標準想定に比較して，改善率は落ちるが，全期間をつう

じて，２以下に抑制することに一応成功する 。

　このように，先進国が，債務削減政策を系統的に行い，資本生産性を高める

ような経済援助を倍増し（倍増といっ ても ，その金額は，１００億ドル程度だから ，先

進国からいうと負担は軽微である），先進国の経済成長率に見合った額だけ増額し

ていけば，アフリカの経済危機打開は，一定可能であることがわかった 。

［６１　ラテンアメリカに関するシミュレーシ ョン分析

次にラテンアメリカについて，経済危機打開の方向性を検討してみる 。

（１０１）



　１０２　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第１号）

　（１）ラテンアメリカ経済の長期的趨勢

　表１２に示すような，１９８８年から２０００年までの外生変数の想定に基づいて，ラ

テンアメリカ経済の長期的趨勢を分析する（ＯＣＬＡをＯ億ドルと仮定している以

外外生変数値の想定は，基本的に，アフリカの場合とほぼ同じ）。

　主な変数の推定結果は，表１２のようになる 。

期　　　　ＧＤＰＬＡ

１９８７　　　　　　９４３ ，５５６（　　　２ ．３２）

１９８８　　９２５ ，０１０（一１ ．９７）

１９８９　　９４７ ，９３１（　２ ．４８）

１９９０　　　　　９５５ ，５８５（　　　Ｏ ．８１）

１９９１　　　　　９６７ ，７６９（　　　１ ．２８）

１９９２　　９７８ ，４８７（　１ ．１１）

１９９３　　　　　９９３ ，４９８（　　　１ ．５３）

１９９４　１ ，００１ ，６２０（　０ ．８２）

１９９５　１ ，０１２ ，０９０（　１ ．０５）

１９９６　　　　１ ，０２２ ，０４０（　　　０ ．９８）

１９９７　１ ，０３１ ，８３０（　０ ．９６）

１９９８　１ ，０４１ ，３７０（　０ ．９２）

１９９９　１ ，０５０ ，６９０（　０ ．８９）

２０００　１ ，０５９ ，７８０（　０ ．８７）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　０ ．９０

期　　　　　ＩＬＡ

１９８７　　　　　１４６ ，５０２（　　　２ ．６２）

１９８８　　１２４ ，３１７（一１５ ．１４）

１９８９　　　　　１３２ ，７３９（　　　６ ．７７）

１９９０　　　　　１４６ ，５７７（　　１０ ．４２）

１９９１　　　　　　１５６ ，７３９（　　　６ ．９３）

１９９２　　１６５ ，８６０（　５ ．８２）

１９９３　　　　　　１７３ ，７８８（　　　４ ．７８）

１９９４　　１７９ ，５５５（　３ ．３２）

１９９５　　１８４ ，６４０（　２ ．８３）

１９９６　　　　　　１８９ ，５６９（　　　２ ．６７）

１９９７　　１９３ ，８２７（　２ ．２５）

１９９８　　　　　１９７ ，５９３（　　　１ ．９４）

１９９９　　２００ ，９６１（　１ ．７０）

２０００　　　　　　２０４ ，０２３（　　　１ ．５２）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　２ ．５８

表１２　主な変数の長期的推移

　期　　　　　ＹＬＡＩ

　１９８７　　　　　　２８１ ，３３７（　　　１ ．４９）

　１９８８　　２７３ ，５５８（一２ ．７７）

　１９８９　　２８１ ，５２７（　２ ．９１）

　１９９０　　　　　　２８３ ，６５４（　　　０ ．７６）

　１９９１　　　　　２８７ ，５０１（　　　１ ．３６）

　１９９２　　２９０ ，７９１（　１ ．１４）

　１９９３　　　　　２９５ ，７２１（　　　１ ．７０）

　１９９４　　２９８ ，０４８（　０ ．７９）

　１９９５　　３０１ ，２８３（　１ ．０９）

　１９９６　　３０４ ，３３８（　１ ．０１）

　１９９７　　３０７ ，３４８（　０ ．９９）

　１９９８　　　　　３１０ ，２８５（　　　０ ．９６）

　１９９９　　３１３ ，１５５（　０ ．９３）

　２０００　　　　　　３１５ ，９５９（　　　０ ．９０）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　０ ．９０

　期　　　　ＰＷＬＡ

　１９８７　　１４ ，８１０（１２０ ．９３）

　１９８８　　４５ ，９５９（２１０ ．１５）

　１９８９　　１１７ ，３４４（１５５ ．３２）

　１９９０　　２５５ ，１８４（１１７ ．４７）

　１９９１　　　　　　４８８ ，２０５（　　９１ ．３２）

　１９９２　　８４４ ，５１８（７２ ．９８）

　１９９３　　　　１ ，３５０ ，３３０（　　５９ ．８９）

　１９９４　２ ，０３０ ，７００（５０ ．３９）

　１９９５　２ ，９１１ ，６７０（４３ ．３８）

　１９９６　４ ，０２２ ，９１０（３８ ．１７）

　１９９７　５ ，４００ ，５４０（３４ ．２４）

　１９９８　　　　７ ，０８９ ，６９０（　　３１ ．２８）

　１９９９　９ ，１４７ ，１２０（２９ ．０２）

　２０００　１１ ，６４３ ，９００（２７ ．３０）

　　２０００／１９８７　　　　　　　　６７ ．００

　　　　　（１０２）

期ＹＬＡＩＫＡＤ０

１９８７　　　　　　１ ．Ｏ００００（　　　０ ．００）

１９８８　　　　　　０ ．９６２６５（　一３ ．７４）

１９８９　　０ ．９８３１７（　２ ．１３）

１９９０　　　　　　０ ．９８５０９（　　　０ ．２０）

１９９１　　　　　０ ．９９００６（　　　０ ．５０）

１９９２　　　　０ ．９９３１７（　　Ｏ ．３１）

１９９３　　　　　０ ．９９５１８（　　　Ｏ ．２０）

１９９４　　　　　　０ ．９９５７８（　　　Ｏ ．０６）

１９９５　　　　０ ．９９９６２（　　０ ．３９）

１９９６　　　　　　１ ．００２９２（　　　０ ．３３）

１９９７　　　　　　１ ．００６１３（　　　０ ．３２）

１９９８　　　　　　１ ．００９１９（　　　Ｏ ．３０）

１９９９　　　　　１ ．０１２１３（　　　Ｏ ．２９）

２０００　　　　　　１ ．０１４９８（　　　０ ．２８）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　０ ．１１

期　　　　ｐＥＬＡ

１９８７　　　　　　　７０ ．７２（　一０ ．４６）

１９８８　　　　　　　　８５ ．２９（

１９８９　　　　　　　１００ ．０５（

１９９０　　　　　　１１４ ．７０（

１９９１　　　　　　　１２９ ．１２（

１９９２　　　　　　　１４３ ．２６（

１９９３　　　　　　　１５７ ．１９（

１９９４　　　　　　１７０ ．９６（

１９９５　　　　　　　１８４ ．６７（

１９９６　　　　　　１９８ ．４３（

１９９７　　２１２ ．３４（

１９９８　　　　　　２２６ ．５０（

１９９９　　　　　　２４１ ．０１（

２０００　　　　　　２５５ ．９６（

　２０００／１９８７

２０ ．６１）

１７ ．３０）

１４ ．６４）

１２ ．５７）

１０ ．９６）

９． ７２）

８． ７６）

８． ０２）

７． ４５）

７． ０１）

６． ６７）

６． ４１）

６． ２０）

１０ ．４０



アフリカ ・ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について（本田）１０３

期　　　　　ＥＳＥＬＡＺ

１９８７　　　　　６３ ，２６１ ．５（　一〇 ．４５）

１９８８　５７ ，８３１ ．０（一８ ．５８）

１９８９　　　　　６３ ，３２２ ．３（　　　９ ．５０）

１９９０　６５ ，５６９ ．７（　３ ．５５）

１９９１　　　　６８ ，３８８ ．１（　　　４ ．３０）

１９９２　７０ ，６２３ ．８（　３ ．２７）

１９９３　　　　　７３ ，６０８ ．５（　　　４ ．２３）

１９９４　７４ ，９１９ ．３（　１ ．７８）

１９９５　７６ ，６０４ ．７（　２ ．２５）

１９９６　　　　　７８ ，１１３ ．０（　　　１ ．９７）

１９９７　７９ ，５６３ ．５（　１ ．８６）

１９９８　　　　　８０ ，９６４ ．５（　　　１ ．７６）

１９９９　８２ ，３４１ ．３（　１ ．７０）

２０００　　　　　８３ ，７１０ ．８（　　　１ ．６６）

　２０００／１９８７　　　２ ．１８

期　　　　　ＥＬＡＳＥ

１９８７　　　　　６１ ，５５２ ．Ｏ（　　　９ ．７３）

１９８８　６２ ，２７８ ．２（　１ ．１８）

１９８９　６３ ，５８１ ．２（　２ ．０９）

１９９０　６５ ，４１０ ．３（　２ ．８８）

１９９１　６７ ，７１６ ．４（　３ ．５３）

１９９２　７０ ，４６０ ．４（　４ ．０５）

１９９３　７３ ，６１３ ．Ｏ（　４ ．４７）

１９９４　７７ ，１５４ ．２（　４ ．８１）

１９９５　８１ ，０７０ ．６（　５ ．０８）

１９９６　８５ ，３５５ ．７（　５ ．２９）

１９９７　９０ ，Ｏ０７ ．９（　５ ．４５）

１９９８　９５ ，０２９ ．２（　５ ．５８）

１９９９　　　　１００ ，４２６ ．Ｏ（　　　５ ．６８）

２０００　１０６ ，２０８ ．０（　５ ．７６）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　４ ．２９

期　　　　　ＥＬＡＳＥＺ

１９８７　　　　　８７ ，０３４ ．０（　　１Ｏ ．２３）

１９８８　７３ ，０１５ ．９（一１６ ．１１）

１９８９　　　　　６３ ，５４８ ．６（一１２ ．９７）

１９９０　５７ ，０２５ ．８（一１０ ．２６）

１９９１　　　　　５２ ，４４６ ．３（　一８ ．０３）

１９９２　４９ ，１８２ ．４（一６ ．２２）

１９９３　　４６ ，８３２ ．２（一４ ．７８）

１９９４　４５ ，１３１ ．４（一３ ．６３）

１９９５　　　　　４３ ，９００ ．５（　一２ ．７３）

１９９６　４３ ，０１５ ．６（一２ ．０２）

１９９７　４２ ，３８８ ．４（一１ ．４６）

１９９８　　　　４１ ，９５４ ．９（　一１ ．０２）

１９９９　４１ ，６６８ ．４（一〇 ．６８）

２０００　　　　　４１ ，４９４ ．４（　一〇 ．４２）

　２０００／１９８７　　 －５ ．５４

期　　　　　ＤＳＬＡ

１９８７　　４４２ ，４８１（　８ ．９８）

１９８８　　４５６ ，９６１（　３ ．２７）

１９８９　　４７６ ，９４７（　４ ．３７）

１９９０　　４９９ ，５３０（　４ ．７４）

１９９１　　５２４ ，９１０（　５ ．０８）

１９９２　　５５２ ，４２９（　５ ．２４）

１９９３　　５８２ ，１４５（　５ ．３８）

１９９４　　６１２ ，８２５（　５ ．２７）

１９９５　　６４４ ，７７６（　５ ．２１）

１９９６　　６７７ ，６６４（　５ ．１０）

１９９７　　７１１ ，３３３（　４ ．９７）

１９９８　　７４５ ，６１０（　４ ．８２）

１９９９　　７８０ ，３５６（　４ ．６６）

２０００　　８１５ ，４４９（　４ ．５０）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　４ ．８１

期　　　　　ＥＳＥＬＡ

１９８７　　　　　７０ ，４１８（　　１１０ ．３９）

１９８８　　６６ ，３４４（一５ ．７８）

１９８９　　　　　　７４ ，８６７（　　１２ ．８５）

１９９０　　７９ ，８９５（　６ ．７２）

１９９１　　８５ ，８７７（　７ ．４９）

１９９２　　９１ ，３９３（　６ ．４２）

１９９３　　　　　　９８ ，１６４（　　　７ ．４１）

１９９４　　１０２ ，９６２（　４ ．８９）

１９９５　　　　　　１０８ ，４８９（　　　５ ．３７）

１９９６　　　　　　１１３ ，９９８（　　　５ ．０８）

１９９７　　１１９ ，６５３（　４ ．９６）

１９９８　　　　　　１２５ ，４６９（　　　４ ．８６）

１９９９　　１３１ ，４８７（　４ ．８０）

２０００　　　　　　１３７ ，７４２（　　　４ ．７６）

　２０００／１９８７　　　５ ．３０

期　　　　　ＸＬＡ

１９８７　　　　　　７ ．１８８７（　一〇 ．６９）

１９８８　　　　　　　７ ．３３７４（　　　２ ．０７）

１９８９　　　　　　　７ ．５０１４（　　　２ ．２３）

１９９０　　　　　　７ ．６３６９（　　　１ ．８１）

１９９１　　　　　　７ ．７５１６（　　　１ ．５０）

１９９２　　　　　　　７ ．８４０３（　　　１ ．１４）

１９９３　　　　　　　７ ．９０８２（　　　Ｏ ．８７）

１９９４　　　　　　　７ ．９４２９（　　　０ ．４４）

１９９５　　　　　７ ．９５３３（　　Ｏ ．１３）

１９９６　　　　　　７ ．９３９３（　一０ ．１８）

１９９７　　　　　　７ ．９０３０（　一０ ．４６）

１９９８　　　　　　７ ．８４６１（　一０ ．７２）

１９９９　　　　　　７ ．７７０５（　一０ ．９６）

２０００　　　　　　７ ．６７７８（　一１ ．１９）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　０ ．５１

表１２から ，ラテンアメリカ経済の長期的趨勢の特徴を展望すると ，次のように

なる 。アフリカ経済と同様，このまま推移すると ，実質経済成長率は，長期的

に１％に届かないが，これは，資本生産性がまだ低いことと投資の増加率が低

いことに起因する 。投資の動向をみると１９８８年に，投資の落込みが顕著である

が， これは，１９８８年の卸売物価上昇率が，２００％を超えたために，生じたと考

えられる 。しかしその後，卸売物価上昇率は，少しずつ収束の方向に向かい ，

従っ て， その後，投資に対して卸売物価上昇率は，マイナスに働かず，むしろ

プラス要因に働く 。

　対先進国実質輸入（資本財輸入の代理変数）は増加率が逓減し，投資増加率の

（１０３）
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逓減と対応する 。しかし，対先進国実質輸入増加率の逓減は，投資増加率の逓

減→ＧＤＰ増加率の逓減の結果生じているためであり ，投資増加率逓減の直接

原因にはならない。問題は，対先進国実質輸出の減少にあると思われる 。対先

進国輸出の減少は鉱工業生産稼働率の停滞をもたらし，それが投資停滞に波及

していくのである 。

　ではなぜ対先進国実質輸出が減少するかというと ，それは価格効果にある 。

我々の想定では，為替レートの切下げ率を５％と低めにしているため，自国通

貨建ての輸入価格上昇率が低くなり ，その結果前述したように，卸売物価はそ

の水準は非常に高いにもかかわらず，上昇率は少しずつ小さくな っていくが，

他地域に比較すると ，その上昇率は依然高水準であることに変わりない 。。 従

って輸出価格でみると ，為替レートの切下げ率が小さいため，卸売物価の相対

的上昇率を相殺することができず，輸出価格は大幅に上昇する 。ところで一次

産品市場は，競争市場であるため，自国の一次産品輸出価格（ドル建て）が，

世界一次産品輸出価格より相対的に高くなれは，自国の一次産品輸出は，減少

することになる 。一次産品輸出に依存するラテンアメリカは，以上の原因によ

って輸出が減ると考えられるのである 。

　ここにラテンアメリカの為替政策の難しさがある 。為替レートの安定は，卸

売物価の上昇率を逓減させ，投資にプラスに働くが，他方，ドル建て輸出価格

の上昇によっ て実質輸出を減少させ，その結果鉱工業生産稼働率を停滞させ ，

投資停滞の原因になる 。

　一方，累積債務に注目すると ，債務残高 ・輸出比率は，大きく変化しないこ

とがわかる 。これは，実質輸出は減少するが，輸出価格が上昇するため，輸出

額の伸び率は，輸入額の伸び率とほぼパラレルに動くためである 。

　このように，このままの状態でラテンアメリカ経済が推移した場合，累積債

務問題は，２０００年にかけて，現状維持が続き ，経済成長率は低く ，経済危機を

内包化したまま推移すると展望される 。

（１０４）



　　　アフリカ　ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について（本田）１０５

　（２）外的経済環境の変化とラテンアメリカ経済

　ここでは，アフリカ経済で分析したように，先進国経済成長率の上昇，世界

非石油一次産品輸出価格の上昇（交易条件の改善），徳制令，為替レート政策の

変更が，ラテンアメリカ経済に与える影響をみてみる 。

　¢　先進国経済成長率が３％から４％に上昇した場合

　主な変数の変化は，表１３に示される 。

期　　　　ＧＤＰＬＡ

１９８７　　９４３ ，５５６（　２ ．３２）

１９８８　　　　　　９２５ ，０５７（　一１ ．９６）

１９８９　　９４９ ，２４７（　２ ．６１）

１９９０　　　　　　９５７ ，９７７（　　　Ｏ ．９２）

１９９１　　９７１ ，３８８（　１ ．４０）

１９９２　　　　　９８３ ，３４２（　　　１ ．２３）

１９９３　　９９９ ，７８０（　１ ．６７）

１９９４　１ ，００９ ，１１０（　Ｏ ．９３）

１９９５　１ ，０２０ ，９３０（　１ ．１７）

１９９６　１ ，０３２ ，２３０（　１ ．１１）

１９９７　　　　１ ，０４３ ，３９０（　　　１ ．０８）

１９９８　　　　１ ，０５４ ，３１０（　　　１ ．０５）

１９９９　１ ，０６５ ，０２０（　１ ．０２）

２０００　　　　１ ，０７５ ，５００（　　　Ｏ ．９８）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　　１ ．０１

期　　　　ＥＬＡＳＥＺ

１９８７　８７ ，０３４ ．Ｏ（１０ ．２３）

１９８８　７３ ，９１１ ．９（一１５ ．０８）

１９８９　　　　　６５ ，１２４ ．９（一１１ ．８９）

１９９０　５９ ，１６９ ．１（一９ ．１５）

１９９１　　　　　５５ ，０９９ ．９（　一６ ．８８）

１９９２　５２ ，３２１ ．Ｏ（一５ ．０４）

１９９３　　　　　５０ ，４４８ ．７（　一３ ．５８）

１９９４　４９ ，２２９ ．５（一２ ．４２）

１９９５　　　　４８ ，４９０ ．６（　一１ ．５０）

１９９６　　　　４８ ，１１１ ．４（　一〇 ．７８）

１９９７　４８ ，００５ ．８（一０ ．２２）

１９９８　　　　　４８ ，１１１ ．５（　　　Ｏ ．２２）

１９９９　　　　４８ ，３８１ ．９（　　Ｏ ．５６）

２０００　４８ ，７８２ ．６（　０ ．８３）

　２０００／１９８７　　　　　　　　－４ ．３６

　　　　　表１３

期　　　　　ＩＬＡ

１９８７　　１４６ ，５０２（　２ ．６２）

１９８８　　　　　　１２４ ，３６０（一１５ ．１１）

１９８９　　１３３ ，０４８（　６ ．９９）

１９９０　　　　　　１４７ ，４７３（　　１０ ．８４）

１９９１　　１５８ ，２８２（　７ ．３３）

１９９２　　　　　１６８ ，１４１（　　　６ ．２３）

１９９３　　１７６ ，８３７（　５ ．１７）

１９９４　　１８３ ，３８９（　３ ．７１）

１９９５　　　　　　１８９ ，３１９（　　　３ ．２３）

１９９６　　１９５ ，１６６（　３ ．０９）

１９９７　　　　　　２００ ，３７６（　　　２ ．６７）

１９９８　　　　　　２０５ ，１２８（　　　２ ．３７）

１９９９　　２０９ ，５１４（　２ ．１４）

２０００　　２１３ ，６２７（　１ ．９６）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　２ ．９４

期　　　　ＤＳＬＡ

１９８７　　４４２ ，４８１（

１９８８　　　　　　４５６ ，４１６（

１９８９　　４７５ ，５１２（

１９９０　　４９６ ，８３８（

１９９１　　　　　５２０ ，６０８（

１９９２　　５４６ ，１４８（

１９９３　　　　　　５７３ ，４６９（

１９９４　　６０１ ，２９０（

１９９５　　６２９ ，９１６（

１９９６　　　　　６５８ ，９５８（

１９９７　　６８８ ，２１１（

１９９８　　　　　　７１７ ，４４２（

１９９９　　７４６ ，４５０（

２０００　　　　　　７７５ ，０４５（

　２０００／１９８７

８． ９８）

３． １５）

４． １８）

４． ４８）

４． ７８）

４． ９１）

５． ＯＯ）

４． ８５）

４． ７６）

４． ６１）

４． ４４）

４． ２５）

４． ０４）

３． ８３）

４． ４１

期　　　　ＥＳＥＬＡＺ

１９８７　６３ ，２６１ ．５（一〇 ．４５）

１９８８　５７ ，８８３ ．４（一８ ．５０）

１９８９　６３ ，６８７ ．Ｏ（１０ ．０３）

１９９０　　　　　６６ ，２４７ ．２（　　　４ ．０２）

１９９１　６９ ，４５４ ．１（　４ ．８４）

１９９２　　　　　７２ ，１１２ ．４（　　　３ ．８３）

１９９３　　７５ ，６２５ ．７（　４ ．８７）

１９９４　７７ ，４１４ ．６（　２ ．３７）

１９９５　　　　７９ ，６４８ ．４（　　　２ ．８９）

１９９６　８１ ，７３６ ．９（　２ ．６２）

１９９７　　　　　８３ ，８０８ ．５（　　　２ ．５３）

１９９８　　８５ ，８７１ ．６（　２ ．４６）

１９９９　８７ ，９５４ ．９（　２ ．４３）

２０００　９０ ，０８０ ．９（　２ ．４２）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　２ ．７６

期　　　　　ＸＬＡ

１９８７　　　　　　　７ ．１８８７（　一〇 ．６９）

１９８８　　　　　　　７ ．２３９８（　　　Ｏ ．７１）

１９８９　　　　　　７ ．２９７８（　　　０ ．８０）

１９９０　　７ ．３２０６（　Ｏ ．３１）

１９９１　　　　　　７ ．３１７８（　一〇 ．０４）

１９９２　　７ ．２８６２（一〇 ．４３）

１９９３　　　　　７ ．２３１９（　一〇 ．７５）

１９９４　　７ ．１４４６（一１ ．２１）

１９９５　　　　　　７ ．０３４５（　一１ ．５４）

１９９６　　　　　　６ ．９０２４（　一１ ．８８）

１９９７　　　　　　６ ．７５１４（　一２ ．１９）

１９９８　　　　　　６ ．５８３６（　一２ ．４９）

１９９９　　　　　　　６ ．４０１５（　一２ ．７７）

２０００　　　　　　　６ ．２０７２（　一３ ．０３）

　２０００／１９８７　　　　　　　　－１ ．１２

　この場合，所得効果を通じて，標準想定に比較して，実質輸出の落込みは ，

小さくなり ，１９９０年代後半には，増加し始める 。この効果によっ て， 経済成長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０５）



　１０６　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第１号）

率は，僅かであるが上昇する 。しかし先進国経済成長率上昇の効果は，経済成

長率よりむしろ ，累積債務問題に現れ，債務残高 ・輸出比率が，少しずつ減少

していき ，累積債務問題解決に一定の展望を与えることがわかる 。

　　　世界非石油一次産品価格輸出価格が３％から５％に上昇する場合

　主な変数の変化は，表１４に示される 。

期　　　　ＧＤＰＬＡ

１９８７　　　　　　９４３ ，５５６（　　　２ ．３２）

１９８８　　　　　　９２５ ，０６５（　一１ ．９６）

１９８９　　９４６ ，８７１（　２ ．３６）

１９９０　　９５２ ，７６９（　０ ．６２）

１９９１　　　　　９６３ ，２２７（　　　１ ．１０）

１９９２　　　　　　９７２ ，１０２（　　　０ ．９２）

１９９３　　　　　　９８５ ，２８９（　　　１ ．３６）

１９９４　　９９１ ，４０７（　Ｏ ．６２）

１９９５　　９９９ ，８３４（　０ ．８５）

１９９６　　　　１ ，００７ ，６８０（　　　０ ．７８）

１９９７　　　１ ，０１５ ，３１０（　　Ｏ ．７６）

１９９８　　　　１ ，０２２ ，６５０（　　　Ｏ ．７２）

１９９９　　　　１ ，０２９ ，７１０（　　　Ｏ ．６９）

２０００　　　　１ ，０３６ ，５１０（　　　０ ．６６）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　０ ．７３

期　　　　ＰＥＬＡ

１９８７　　　　　　　７０ ．７２（　一〇 ．４６）

１９８８　　　　　　　８７ ．２３（　　２３ ．３５）

１９８９　　　　　　　１０４ ．６５（　　１９ ．９７）

１９９０　　　　　　１２２ ．７１（　　１７ ．２５）

１９９１　　　　　　１４１ ．２７（　　１５ ．１３）

１９９２　　　　　　１６０ ．３２（　　１３０ ．４８）

１９９３　　　　　　　１７９ ．９０（　　１２ ．２１）

１９９４　　　　　　２００ ．１１（　　１１ ．２３）

１９９５　　　　　　２２１ ．０８（　　　１ ．４８）

１９９６　　　　　　２４２ ．９６（　　　９ ．９０）

１９９７　　　　　　２６５ ．９０（　　　９ ．４５）

１９９８　　　　　　２９０ ．０９（　　　９ ．１０）

１９９９　　　　　　３１５ ．７０（　　　８ ．８３）

２０００　　　　　　　３４２ ．９０（　　　８ ．６２）

　２０００１１９８７　　　　　　　　１２ ．９１

　　　　表１４

期　　　　ＥＬＡＳＥ

１９８７　　　　　６１ ，５５２ ．０（　　　９ ．７３）

１９８８　　　　　６２ ，８４９ ．６（　　　２ ．１１）

１９８９　６４ ，７４４ ．２（　３ ．０１）

１９９０　　　　６７ ，２００ ．４（　　　３ ．７９）

１９９１　　　　　７０ ，１８３ ．１（　　　４ ．４４）

１９９２　７３ ，６６５ ．９（　４ ．９６）

１９９３　　　　　７７ ，６３１ ．５（　　　５ ．３８）

１９９４　　　　　８２ ，０７１ ．４（　　　５ ．７２）

１９９５　　　　　８６ ，９８３ ．４（　　　５ ．９９）

１９９６　９２ ，３７２ ．４（　６ ．２０）

１９９７　　　　　９８ ，２４８ ．５（　　　６ ．３６）

１９９８　１０４ ，６２６ ．０（　６ ．４９）

１９９９　　　　１１１ ，５２３ ．０（　　　６ ．５９）

２０００　　　　１１８ ，９６４ ．０（　　　６ ．６７）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　５ ．２０

期　　　　　ＤＳＬＡ

１９８７　　　　　４４２ ，４８１（　　　８ ．９８）

１９８８　　　　　　４５６ ，５５１（　　　３ ．１８）

１９８９　　　　　４７５ ，８５２（　　　４ ．２３）

１９９０　　４９７ ，４０５（　４ ．５３）

１９９１　　５２１ ，４０４（　４ ．８２）

１９９２　　　　　　５４７ ，１６５（　　　４ ．９４）

１９９３　　　　　５７４ ，６９１（　　　５ ．０３）

１９９４　　　　　　６０２ ，７２７（　　　４ ．８８）

１９９５　　６３１ ，５６０（　４ ．７８）

１９９６　　　　　　６６０ ，８１２（　　　４ ．６３）

１９９７　　６９０ ，２７９（　４ ．４６）

１９９８　　７１９ ，７４０（　４ ．２７）

１９９９　　７４９ ，００３（　４ ．０７）

２０００　　　　　　７７７ ，８９０（　　　３ ．８６）

　２０００／１９８７　　　４ ．４４

期　　　　ＥＬＡＳＥＺ

１９８７　　　　８７ ，０３４ ．Ｏ（　　１０ ．２３）

１９８８　７２ ，０４７ ．３（一１７ ．２２）

１９８９　　　　６１ ，８６５ ．Ｏ（一１４ ．１３）

１９９０　５４ ，７６４ ．１（一１１ ．４８）

１９９１　　　　４９ ，６８０ ．２（　一９ ．２８）

１９９２　４５ ，９５０ ．７（一７ ．５１）

１９９３　４３ ，１５３ ．８（一６ ．０９）

１９９４　４１ ，０１４ ．０（一４ ．９６）

１９９５　　　　　３９ ，３４５ ．４（　一４ ．０７）

１９９６　３８ ，０２０ ．４（一３ ．３７）

１９９７　　　　３６ ，９４９ ．Ｏ（　一２ ．８２）

１９９８　　　　　３６ ，０６６ ．４（　一２ ．３９）

１９９９　　　　３５ ，３２６ ．Ｏ（　一２ ．０５）

２０００　　　　　３４ ，６９３ ．３（　一１ ．７９）

　２０００／１９８７　　　　　　　　－６ ．８３

期　　　　　ＸＬＡ

１９８７　　　　　　７ ．１８８７（　一０ ．６９）

１９８８　　　　　　７ ．２６４２（　　　１ ．０５）

１９８９　　　　　　　７ ．３４９７（　　　１ ．１８）

１９９０　　　　　　７ ．４０１８（　　　０ ．７１）

１９９１　　　　　７ ．４２９２（　　０ ．３７）

１９９２　　　　　　７ ．４２７７（　一０ ．０２）

１９９３　　　　　７ ．４０２８（　一０ ．３３）

１９９４　　　　　７ ．３４３９（　一０ ．８０）

１９９５　　　　　　７ ．２６０７（　一１ ．１３）

１９９６　　　　　　７ ．１５３８（　一１ ．４７）

１９９７　　　　　　７ ．０２５９（　一１ ．７９）

１９９８　　　　　　６ ．８７９２（　一２ ．０９）

１９９９　　６ ．７１６１（一２ ．３７）

２０００　　　　　　６ ．５３８９（　一２ ．６４）

　２０００／１９８７　　　　　　　　－Ｏ ．７３

　この場合経済成長率は，標準想定に比較して，下がる可能性がある 。世界非

石油一次産品価格上昇は，それ以上に，ラテンアメリカのドル建て輸出価格を

上昇させ，実質輸出を減少させるためである 。一方，累積債務問題は，○と同

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６）



　　アフリカ　ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について（本田）１０７

程度の効果を持つことがわかる 。

　　為替レートを５％切り上げた場合

　この場合，実質経済成長率は，標準想定に比して，僅かに上がるがこれは ，

前述したように為替レート切上げが，実質輸出の減少をもたらし，投資の押し

下げ要因になるが，一方対先進国実質輸入が増大し，これが投資の押し上げ要

因となっ て， 後者が前者の効果少し上回る結果，投資が増大し，経済成長率も

上昇するのである 。債務残高 ・輸出比率は，それほど変化しない。このように ，

為替レート切上げは，経済成長率に一定効果を当て，累積債務問題に対しては ，

予想されたほどの悪い影響を与えないことがわか った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表１５

期ＧＤＰＬＡ　期ＥＬＡＳＥＺ 　期ＥＳＥＬＡＺ
１９８７ 　９４３ ，５５６（２ ．３２）　 １９８７ 　８７ ，０３４ ．０（１０ ．２３）　 １９８７ 　６３ ，２６１ ．５（一〇 ．４５）

１９８８　 ９２５ ，Ｏ０５（一１ ．９７）　 １９８８　 ７２ ，１４２ ．９（一１７ ．１１）　 １９８８　 ５７ ，８１９ ．１（一８ ．６０）

１９８９ 　９４９ ，４０８（２ ．６４）　 １９８９ 　６２ ，２９１ ．５（一１３ ．６６）　 １９８９ 　６３ ，６６８ ．３（１０ ．１２）

１９９０ 　９５８ ，０２７（０ ．９１）　 １９９０ 　５５ ，６３１ ．８（一１０ ．６９）　 １９９０　６６ ，１３３ ．７（３ ．８７）

１９９１ 　９７１ ，３８６（１ ．３９）　 １９９１ 　５１ ，０４７ ．８（一８ ．２４）　 １９９１ 　６９ ，１６８ ．９（４ ・５９）

１９９２ 　９８７ ，６３９（１ ．６７）　 １９９２ 　４７ ，８５５ ．５（一６ ．２５）　 １９９２ 　７２ ，５７４ ．６（４ ・９２）

１９９３ 　９９６ ，９３０（０ ．９４）　 １９９３ 　４５ ，６２３ ．９（一４ ．６６）　 １９９３ 　７４ ，２０６ ．２（２ ．２５）

１９９４ 　１ ，００８ ，７９０（１ ．１９）　 １９９４ 　４４ ，０７３ ．２（一３ ．４０）　 １９９４ 　７６ ，１７２ ・１（２ ・６５）

１９９５ 　１ ，０２０ ，１６０（１ ．１３）　 １９９５ 　４３ ，０１５ ．１（一２ ．４０）　 １９９５ 　７７ ，９０６ ．０（２ ・２８）

１９９６　 １， ０３１ ，３９０（１ ．１０）　 １９９６　 ４２ ，３２０ ．３（一１ ．６２）　 １９９６　 ７９ ，５３８ ．９（２ ・１０）

１９９７ 　１ ，０４２ ，３８０（１ ．０７）　 １９９７ 　４１ ，８９７ ．６（一１ ．００）　 １９９７ 　８１ ，０８７ ・５（１ ・９５）

１９９８ 　１ ，０５３ ，１５０（１ ．０３）　 １９９８ 　４１ ，６８０ ．６（一〇 ．５２）　 １９９８ 　８２ ，５８４ ．４（１ ・８５）

１９９９ 　１ ，０６３ ，６８０（１ ．００）　 １９９９ 　４１ ，６２１ ．３（一０ ．１４）　 １９９９ 　８４ ，０５３ ・Ｏ（１ ・７８）

２０００ 　１ ，０７３ ，９８０（Ｏ ．９７）　 ２０００ 　４１ ，６８４ ．１（Ｏ ．１５）　 ２０００ 　８５ ，５１２ ．５（１ ・７４）

　２０００／１９８７

　　　 １． Ｏ０ 　　 ２０００／１９８７ 　　 －５ ．５１

　　
２０００／１９８７

　　　
２・ ３５

期ＩＬＡ　期ＤＳＬＡ　期ＸＬＡ
１９８７ 　１４６ ，５０２（２ ．６２）　 １９８７ 　４４２ ，４８１（８ ．９８）　 １９８７ 　　

７． １８８７（一〇 ・６９）

１９８８ 　１２４ ，３０５（一１５ ．１５）　 １９８８ 　４５７ ，０９９（３ ．３０）　 １９８８

　　
７・ ３６２７（２ ・４２）

１９８９ 　１３４ ，１０８（７ ．８９）　 １９８９ 　４７７ ，６５５（４ ．５０）　 １９８９ 　　
７． ５５２３（２ ・５８）

１９９０ 　１４９ ，５４４（１１ ．５１）　 １９９０ 　５０１ ，１１５（４ ．９１）　 １９９０

　　
７・ ７１２１（２ ・１１）

１９９１ 　１６１ ，０６４（７ ．７０）　 １９９１ 　５２７ ，６４４（５ ．２９）　 １９９１ 　　
７． ８４９２（１ ・７８）

１９９２ 　１７１ ，７８３（６ ．６６）　 １９９２ 　５５６ ，８７３（５ ．５４）　 １９９２

　　
７． ９６２５（１ ・４４）

１９９３ 　　１７９ ，７０５（４ ．６１）　 １９９３ 　　５８７ ，５８７（　 ５． ５２）　 １９９３　　８ ．０３９６（　 Ｏ． ９７）

１９９４ 　１８６ ，７３４（３ ．９１）　 １９９４ 　６２０ ，０１３（５ ．５２）　 １９９４ 　　
８． ０８８８（Ｏ ・６１）

１９９５ 　１９３ ，３８５（３ ．５６）　 １９９５ 　６５３ ，７５３（５ ．４４）　 １９９５ 　　
８． １０９６（Ｏ ．２６）

１９９６ 　１９９ ，１２４（２ ．９７）　 １９９６ 　６８８ ，５９２（５ ．３３）　 １９９６

　　
８． １０３９（一〇 ・０７）

１９９７ 　２０４ ，１６２（２ ．５３）　 １９９７ 　７２４ ，３０９（５ ．１９）　 １９９７

　　
８． ０７３３（一〇 ・３８）

１９９８ 　２０８ ，６２６（２ ．１９）　 １９９８ 　７６０ ，７２１（５ ．０３）　 １９９８ 　　
８． ０１９８（一〇 ・６６）

１９９９ 　２１２ ，６４１（１ ．９２）　 １９９９ 　７９７ ，６７３（４ ．８６）　 １９９９

　　
７． ９４５４（一０ ・９３）

２０００ 　２１６ ，３０３（１ ．７２）　 ２０００ 　８３５ ，０２８（４ ．６８）　 ２０００ 　　
７． ８５２２（一１ ．１７）

　２０００／１９８７　　　３ ．０４　　２０００／１９８７ 　　　５ ．０１ 　　２０００／１９８７ 　　　０
・６８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０７）



　１０８　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第１号）

　＠　２０００年まで，債務残高の３％，利子率３％分の利子支払いを削減した場

　　合

　この場合，債務残高 ・輸出比率は，大幅に改善し，債務問題はほぼ解決する

方向性を展望することができる 。しかし，経済成長率の上昇にはあまり貢献し

ない。これは基本的に，債務削減効果によっ て対先進国実質輸入は増大するが，

それが投資に与える影響は，資本財をより多く確保することによる投資押し上

げ要因と逆に稼働率を下げることによる押し下げ要因が働き ，結局投資はそれ

程増えないからである 。

期　　　　ＧＤＰＬＡ

１９８７　　　　　　９４３ ，５５６（　　　２ ．３２）

１９８８　　　　　９２７ ，０２１（　一１ ．７５）

１９８９　　９４８ ，５２７（　２ ．３２）

１９９０　　　　　　９５５ ，２９３（　　　０ ．７１）

１９９１　　９６７ ，２０６（　１ ．２５）

１９９２　　９７７ ，７８４（　１ ．０９）

１９９３　　　　　　９８８ ，７８３（　　　１ ．１２）

１９９４　　９９９ ，７３３（　１ ．１１）

１９９５　　　１ ，Ｏ１３ ，６１０（　　１ ．３９）

１９９６　　　　１ ，０２２ ，３３０（　　　０ ．８６）

１９９７　　　　１ ，０３２ ，９３０（　　　１ ．０４）

１９９８　　　　１ ，０４３ ，１３０（　　　０ ．９９）

１９９９　　　　１ ，０５３ ，２２０（　　　０ ．９７）

２０００　　　　１ ，０６３ ，１２０（　　　０ ．９４）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　０ ．９２

期ＹＬＡＩＫＡＤ０

１９８７　　　　　　１ ．０００００（　　　０ ．００）

１９８８　　　　　　０ ．９６５０６（　一３ ．４９）

１９８９　　　　　　０ ．９８３３０（　　　１ ．８９）

１９９０　　　　　　０ ．９８３９６（　　　Ｏ ．０７）

１９９１　　　　０ ．９８７９９（　　Ｏ ．４１）

１９９２　　０ ．９９０２６（　０ ．２３）

１９９３　　　　　　０ ．９９３１１（　　　０ ．２９）

１９９４　　　　　　０ ．９９６０３（　　　０ ．２９）

１９９５　　　　０ ．９９７８１（　　０ ．１８）

１９９６　　　　　　０ ．９９８８１（　　　０ ．１０）

１９９７　　　　　　１ ．００２４３（　　　０ ．３６）

１９９８　　　　　１ ．００５７５（　　　０ ．３３）

１９９９　　　　　　１ ．００９０８（　　　０ ．３３）

２０００　　　　　　１ ．０１２３５（　　　０ ．３２）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　０ ．０９

　　　　　表１６

期　　　　　ＩＬＡ

１９８７　　　　　　１４６ ，５０２（　　　２ ．６２）

１９８８　　　　　　１２６ ，２４２（一１３ ．８３）

１９８９　　１３７ ，６９５（　９ ．０７）

１９９０　　　　　　１５４ ，０４２（　　１１ ．８７）

１９９１　　１６６ ，５８７（　８ ．１４）

１９９２　　１７７ ，８９９（　６ ．７９）

１９９３　　　　　　１８７ ，３７１（　　　５ ．３２）

１９９４　　　　　　１９５ ，６１０（　　　４ ．４０）

１９９５　　　　　２０２ ，８３１（　　　３ ．６９）

１９９６　　　　　　２０８ ，３１７（　　　２ ．７０）

１９９７　　２１３ ，３３６（　２ ．４１）

１９９８　　　　　２１８ ，２９３（　　　２ ．３２）

１９９９　　２２２ ，７２９（　２ ．０３）

２０００　　　　　　２２６ ，７８７（　　　１ ．８２）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　３ ．４２

期　　　　　ＤＳＬＡ

１９８７　　　　　４４２ ，４８１（　　　８ ．９８）

１９８８　　　　　４３４ ，０３９（　一１ ．９１）

１９８９　　４３３ ，５１９（一０ ．１２）

１９９０　　４３７ ，５４７（　０ ．９３）

１９９１　　　　　４４６ ，０５５（　　　１ ．９４）

１９９２　　４５８ ，００９（　２ ．６８）

１９９３　　　　　４７２ ，７８８（　　　３ ．２３）

１９９４　　　　　４８９ ，８２４（　　　３ ．６０）

１９９５　　　　　　５０８ ，７７０（　　　３ ．８７）

１９９６　　　　　　５２８ ，６０３（　　　３ ．９０）

１９９７　　５４９ ，６５２（　３ ．９８）

１９９８　　５７１ ，５５５（　３ ．９８）

１９９９　　　　　　５９４ ，１６０（　　　３ ．９５）

２０００　　　　　　６１７ ，２９８（　　　３ ．８９）

　２０００１１９８７　　　　　　　　　２ ．５９

　　　　（１０８）

期　　　　ＥＳＥＬＡＺ

１９８７　　　　　６３ ，２６１ ．５（　一０ ．４５）

１９８８　６０ ，１３５ ．６（一４ ．９４）

１９８９　　　　６７ ，５９３ ．７（　　１２ ．４０）

１９９０　　　　　７１ ，５５８ ．７（　　　５ ．８７）

１９９１　　　　７６ ，１１０ ．１（　　６ ．３６）

１９９２　　　　　７９ ，８６２ ．０（　　　４ ．９３）

１９９３　　　　　８３ ，２６４ ．４（　　　４ ．２６）

１９９４　　　　８６ ，３１０ ．６（　　　３ ．６６）

１９９５　８９ ，９８７ ．５（　４ ．２６）

１９９６　　　　　９２ ，０７３ ．１（　　　２ ．３２）

１９９７　　　　　９４ ，５０２ ．６（　　　２ ．６４）

１９９８　　　　　９６ ，７４３ ．０（　　　２ ．３７）

１９９９　９８ ，９２６ ．４（　２ ．２６）

２０００　　　　１０１ ，０５６ ．０（　　　２ ．１５）

　２０００／１９８７　　　　　　　　　３ ．６７

期　　　　　ＸＬＡ

１９８７　　　　　　　７ ．１８８７（　一０ ．６９）

１９８８　　　　　　　６ ．９９１２（　一２ ．７５）

１９８９　　　　　　６ ．８５４５（　一１ ．９６）

１９９０　　６ ．７３３７（一１ ．７６）

１９９１　　　　　　６ ．６３５５（　一１ ．４６）

１９９２　　　　　　６ ．５４８９（　一１ ．３０）

１９９３　　　　　　６ ．４６８９（　一１ ．２２）

１９９４　　６ ．３９０３（一１ ．２１）

１９９５　　　　　　６ ．３１１１（　一１ ．２４）

１９９６　　　　　　６ ．２２１０（　一１ ．４３）

１９９７　　　　　　６ ．１２６５（　一１ ．５２）

１９９８　　　　　　６ ．０２５５（　一１ ．６５）

１９９９　　　　　　５ ．９１８３（　一１ ．７８）

２０００　　　　　　　５ ．８０４８（　一１ ．９２）

　２０００／１９８７　　　　　　　　－１ ．６３



　　アフリカ ・ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について（本田）１０９

以上ここで示した外生的経済環境の変化は，債務問題を解決するためには一定

の効果をもつ可能性をもつが，経済成長率をあげることに対しては，あまり有

効な影響を与えないことが確認できた 。

　（３）経済開発と債務問題解決同時達成のシナリオ

　前述した様に，外生的経済環境の変化だけでは，経済開発を軌道に乗せ，か

つ債務問題を解決することは，難しいということがわか った。そこでなんらか

の構造的調整政策を含む，ポリシイミッ クスを展開する必要がある 。ここでは ，

次のような政策を考慮する 。

　１）債務削減政策

　　　具体的には当該期問，債務残高の３％分及び利子率３％の利子支払い分

　　　を削減する 。

　２）量質とも考慮した経済援助政策

　　　質については，４）参照 。

　３）為替政策

　４）構造調整政策による資本生産性の向上

　　　具体的には，当該期問農業生産の資本ストッ ク弾力性が，Ｏ ．１２４２２５５か

　　　らＯ ．１５４２２５に ，鉱工業生産能力の資本ストッ ク弾力性が０ ．１２５０７９から

　　　Ｏ ．１８５０７９に増加
。

　５）積極的投資政策

　　　具体的には，対先進国実質輸入が増える時，どの程度それが投資増大を

　　　もたらすかという反応係数を ，Ｏ ．４０４３５２からＯ ．４５４３５２に高める
。

　６）債務管理政策

　　　具体的には，債務残高が増大した時，それがどの程度対先進国実質輸入

　　　を削減するかを示す反応係数を一０ ．６４８９３から一〇 ．７４８９３にそう絶対額を

　　　高める 。そのことの意味する経済的含意は，政府が，もし債務が増大し

　　　た場合，債務問題を未然に防ぐため，強い態度で輸入削減に臨むという

　　　ことである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０９）



　１１０　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第１号）

　この中で，基本的には，１），２）が，先進国の政策，３），４），５），６）

が， ラテンアメリカ自身の政策となるが，２）における質を考慮した経済援助

政策とは，アフリカで述べたように，資本の生産性向上に結ぴ付くような援助

政策を則提にしている 。したがって，資本生産性の向上は，先進国及ぴラテン

アメリカ地域両方で追求される政策となる 。

　３）の為替政策は，経済開発を重視する場合は，レート切上げ，債務問題を

重視する場合は，レート切下げという機動的に運用すべき政策である。また

表１７

０　債務削減政策十構造調整政策

期ＧＤＰＬＡ　期ＤＳＬＡ　期
１９８７　　　　　　９４３ ，５５６（　　　２ ．３２）　　　　　１９８７　　　　　４４２ ，４８１（　　　８ ．９８）　　　　　１９８７

１９８８　　　　　　９４６ ，５９６（　　　０ ．３２）　　　　　　１９８８　　　　　　４３６ ，８７６（　一１ ．２７）　　　　　　１９８８

１９８９　　　　　　９８０ ，８１９（　　　３ ．６２）　　　　　１９８９　　　　　４４１ ，０３５（　　　０ ．９５）　　　　　１９８９

１９９０　　　　１ ，００３ ，２１０（　　　２ ．２８）　　　　　１９９０　　　　　４５１ ，９０３（　　　２ ．４６）　　　　　１９９０

１９９１　　　　１ ，０３０ ，４４０（　　　２ ．７１）　　　　　１９９１　　　　　４６９ ，７４１（　　　３ ．９５）　　　　　１９９１

１９９２　　　　１ ，０５６ ，７８０（　　　２ ．５６）　　　　　１９９２　　　　　４９３ ，５７７（　　　５ ．０７）　　　　　１９９２

１９９３　　　　１ ，０８３ ，６６０（　　　２ ．５４）　　　　　１９９３　　　　　　５２２ ，７９０（　　　５ ．９２）　　　　　１９９３

１９９４　１ ，１１４ ，７７０（　２ ．８７）　　１９９４　　５５７ ，４５８（　６ ．６３）　　１９９４

１９９５　　　　１ ，１３８ ，３８０（　　　２ ．１２）　　　　　１９９５　　　　　　５９５ ，４５１（　　　６ ．８２）　　　　　１９９５

１９９６　１ ，１６４ ，８４０（　２ ．３２）　　１９９６　　６３７ ，３６２（　７ ．０４）　　１９９６

１９９７　　　　１ ，１９０ ，６００（　　　２ ．２１）　　　　　　１９９７　　　　　　６８２ ，６６７（　　　７ ．１１）　　　　　　１９９７

１９９８　１ ，２１６ ，０４０（　２ ．１４）　　１９９８　　７３１ ，１６５（　７ ．１０）　　１９９８

１９９９　　　　１ ，２４１ ，０１０（　　　２ ．０５）　　　　　　１９９９　　　　　　７８２ ，６１６（　　　７ ．０４）　　　　　　１９９９

２０００　１ ，２６５ ，５２０（　１ ．９７）　　２０００　　８３６ ，８５１（　６ ．９３）　　２０００

　２０００／１９８７　　　　　　　　　２ ．２８　　　　　　　　　２０００／１９８７　　　　　　　　　　５ ．０２　　　　　　　　　２０００／１９８７

　ＸＬＡ

７． １８８７（　一〇 ．６９）

７． ０１４９（　一２ ．４２）

６． ９３６６（　一１ ．１２）

６． ９０８８（　一０ ．４０）

６． ９３７０（　　　０ ．４１）

７． ００５１（　　　０ ．９８）

７． １０２０（　　　１ ．３８）

７． ２２５３（　　　１ ．７４）

７． ３４４９（　　　１ ．６６）

７． ４６７２（　　　１ ．６６）

７． ５８４６（　　　１ ．５７）

７． ６９４２（　　　１ ．４４）

７． ７９３０（　　　１ ．２８）

７． ８７９４（　　　１ ．１１）

　　　　０
．７１

　０＋為替レートの切上げ（毎年５％づつ）

期ＧＤＰＬＡ　期ＤＳＬＡ　期ＸＬＡ
１９８７　　９４３ ，５５６（　２ ．３２）　　１９８７　　４４２ ，４８１（　８ ．９８）　　１９８７　　７ ．１８８７（一０ ．６９）

１９８８　　９４６ ，５８７（　０ ．３２）　　１９８８　　４３７ ，０１２（一１ ．２４）　　１９８８　　７ ．０３９１（一２ ．０８）

１９８９　　９８２ ，６１１（　３ ．８１）　　１９８９　　４４１ ，９１８（　１ ．１０）　　１９８９　　６ ．９８５８（一０ ．７６）

１９９０　１ ，Ｏ０６ ，４５０（　２ ．４３）　　１９９０　　４５３ ，７３６（　２ ．７０）　　１９９０　　６ ．９８３０（一０ ．０４）

１９９１　１ ，０３５ ，５００（　２ ．８９）　　１９９１　４７３ ，０１５（　４ ．２５）　　１９９１　　７ ．０３６６（　０ ．７７）

１９９２　１ ，０６３ ，８００（２ ．７３）　１９９２　４９８ ，６５１（　５ ．４２）　１９９２　　７ ．１３０１（　１ ．３３）

１９９３　１ ，０９２ ，７８０（　２ ．７２）　　１９９３　　５３０ ，０００（　６ ．２９）　　１９９３　　７ ．２５１８（　１ ．７１）

１９９４　１ ，１２５ ，４４０（２ ．９９）　１９９４　５６６ ，９６３（６ ．９７）　１９９４　　７ ．３９６８（２ ．００）

１９９５　１ ，１５１ ，５３０（　２ ．３２）　　１９９５　　６０７ ，６３４（　７ ．１７）　　１９９５　　７ ．５３７６（　１ ．９０）

１９９６　１ ，１８０ ，１９０（２ ．４９）　１９９６　　６５２ ，４９２（　７ ．３８）　１９９６　　７ ．６７９１（　１ ．８８）

１９９７　１ ，２０８ ，２４０（　２ ．３８）　１９９７　７０１ ，０１７（　７ ．４４）　 １９９７　　７ ．８１３７（　１ ．７５）

１９９８　１ ，２３５ ，９８０（　２ ．３０）　１９９８　　７５２ ，９８９（　７ ．４１）　１９９８　　７ ．９３８３（　１ ．５９）

１９９９　１ ，２６３ ，２６０（　２ ．２１）　　１９９９　　８０８ ，１６０（　７ ．３３）　　１９９９　　８ ．０４９９（　 １． ４１）

２０００　 １， ２９０ ，０８０（２ ．１２）　２０００　８６６ ，３５３（７ ．２０）　２０００　　８ ．１４６８（　 １． ２０）

　２０００／１９８７　　　２ ．４４　　　２０００／１９８７　　　５ ．３０　　　２０００／１９８７　　　０ ．９７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１０）
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¢十経済援助の拡大策

期 ＧＤＰＬＡ 期 ＤＳＬＡ 期 ＸＬＡ

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

　　９４３ ，５５６（

　　９４６ ，５９６（

　　９８０ ，８１９（

１， ００３ ，２１０（

１， ０３０ ，９２０（

１， ０５６ ，７８０（

１， ０８３ ，４００（

１， １１０ ，０４０（

１， １４０ ，５５０（

１， １６４ ，２８０（

１， １８９ ，９２０（

１， ２１５ ，０４０（

１， ２３９ ，８４０（

１， ２６４ ，２３０（

２０００／１９８７

２． ３２）

Ｏ． ３２）

３． ６２）

２． ２８）

２． ７６）

２． ５１）

２． ５２）

２． ４６）

２． ７５）

２． ０８）

２． ２０）

２． １１）

２． ０４）

１． ９７）

２． ２８

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

４４２ ，４８１（

４３６ ，８７６（

４４１ ，０３５（

４５１ ，９０３（

４６５ ，７１６（

４８５ ，９８９（

５１２ ，０７２（

５４３ ，３０１（

５７９ ，７３７（

６１６ ，００５（

６５６ ，４００（

７００ ，４２４（

７４７ ，８３２（

７９８ ，３６７（

２０００／１９８７

　８ ．９８）

一１ ．２７）

　Ｏ ．９５）

　２ ．４６）

　３ ．０６）

　４ ．３５）

　５ ．３７）

　６ ．１０）

　６ ．７１）

　６ ．２６）

　６ ．５６）

　６ ．７１）

　６ ．７７）

　６ ．７６）

　４ ．６４

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２０００／１９８７

７． １８８７（

７． ０１４９（

６． ９３６６（

６． ９０８８（

６． ８７７５（

６． ８９７４（

６． ９５６４（

７． ０４１８（

７． ！５１１（

７． ２１７０（

７． ２９２７（

７． ３７０７（

７． ４４６６（

７． ５１７０（

一〇 ．６９）

一２ ．４２）

一１ ．１２）

一〇 ．４０）

一〇 ．４５）

　Ｏ ．２９）

　Ｏ ．８５）

　　１ ．２３）

　　１ ．５５）

　０ ．９２）

　　１ ．０５）

　　１ ．０７）

　　１ ．０３）

　Ｏ ．９５）

　Ｏ ．３４

（：Ｄ＋経済援助の増大十積極的投資態度

期 ＧＤＰＬＡ 期 ＤＳＬＡ 期 ＸＬＡ

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

　　９４３ ，５５６（

　　９２５ ，６６４（

　　９７２ ，３９２（

１， ０１６ ，８５０（

１， ０６４ ，１７０（

１， １１１ ，２９０（

１， １５７ ，４００（

１， ２０６ ，７１０（

１， ２５６ ，８２０（

１， ３００ ，１９０（

１， ３４３ ，９５０（

１， ３８６ ，８３０（

１， ４２８ ，６３０（

１， ４６９ ，３１０（

２０００／１９８７

　２ ．３２）

一１ ．９０）

　５ ．０５）

　４ ．５７）

　４ ．６５）

　４ ．４３）

　４ ．１５）

　４ ．２６）

　４ ．１５）

　３ ．４５）

　３ ．３７）

　３ ．１９）

　３ ．０１）

　２ ．８５）

　３ ．４７

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

　　４４２ ，４８１（

　４３３ ，８０２（

　４３６ ，９１５（

　４５０ ，９３９（

　　４７１ ，７９０（

　　５０３ ，１７６（

　　５４４ ，１２５（

　　５９４ ，５８８（

　　６５３ ，２９３（

　　７１１ ，７４９（

　　７７７ ，６７７（

　　８５０ ，４７３（

　　９２９ ，６３６（

１， Ｏ１４ ，７５０（

２０００／１９８７

　８ ．９８）

一１ ．９６）

　０ ．７２）

　３ ．２１）

　４ ．６２）

　６ ．６５）

　８ ．１４）

　９ ．２７）

　９ ．８７）

　８ ．９５）

　９ ．２６）

　９ ．３６）

　９ ．３１）

　９ ．１６）

　６ ．５９

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２０００／１９８７

７． １８８７（

６． ９６５６（

６． ８７１８（

６． ８９４０（

６． ９６７２（

７． １４１３（

７． ３９１８（

７． ７０６６（

８． ０５８４（

８． ３３８７（

８． ６４０２（

８． ９４９７（

９． ２５７０（

９． ５５４４（

一０ ．６９）

一３ ．１０）

一１ ．３５）

　Ｏ ．３２）

　　１ ．０６）

　２ ．５０）

　３ ．５１）

　４ ．２６）

　４ ．５７）

　３ ．４８）

　３ ．６２）

　３ ．５８）

　３ ．４３）

　３ ．２１）

　２ ．２１

＠十為替レート切下げ十債務管理政策

期 ＧＤＰＬＡ 期 ＤＳＬＡ 期 ＸＬＡ

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

　　９４３ ，５５６（

　　９２９ ，６１４（

　　９５５ ，０１８（

　　９９１ ，６５６（

１， ０３９ ，３８０（

１， ０７８ ，９７０（

１， １１９ ，０１０（

１， １５８ ，４９０（

１， １９７ ，０３０（

１， ２３５ ，４８０（

１， ２７２ ，１１０（

１， ３０７ ，５００（

１， ３４１ ，８５０（

１， ３７５ ，２５０（

２０００／１９８７

　２ ．３２）

一１ ．４８）

　２ ．７３）

　３ ．８４）

　４ ．８１）

　３ ．８１）

　３ ．７１）

　３ ．５３）

　３ ．３３）

　３ ．２１）

　２ ．９６）

　２ ．７８）

　２ ．６３）

　２ ．４９）

　２ ．９４

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

４４２ ，４８１（

４３６ ，０２９（

４３２ ，６１３（

４３２ ，５１６（

４３１ ，５７９（

４３４ ，０８７（

４３９ ，９９４（

４４９ ，１５７（

４６１ ，３９６（

４６９ ，２７０（

４８０ ，４４０（

４９４ ，６４８（

５１１ ，６２５（

５３１ ，１１６（

２０００／１９８７

　８ ．９８）

一１ ．４６）

一〇 ．７８）

一〇 ．０２）

一〇 ．２２）

　０ ．５８）

　　１ ．３６）

　２ ．０８）

　２ ．７２）

　　１ ．７１）

　２ ．３８）

　２ ．９６）

　３ ．４３）

　３ ．８１）

　　１ ．４１

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２０００／１９８７

７． １８８７（

６． ９８０４（

６． ７７００（

６． ５７０９（

６． ３２９３（

６． １１７３（

５． ９３６６（

５． ７８５５（

５． ６６０９（

５． ４７４２（

５． ３２１３（

５． １９６１（

５． ０９３０（

５． ００６７（

一〇 ．６９）

一２ ．９０）

一３ ．０１）

一２ ．９４）

一３ ．６８）

一３ ．３５）

一２ ．９５）

一２ ．５４）

一２ ．１５）

一３ ．３０）

一２ ．７９）

一２ ．３５）

一１ ．９９）

一１ ．６９）

一２ ．７４

（１１１）



　１１２　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第１号）

　○　債務削減政策十構造調整政策

　この場合，資本生産性の上昇によっ て， 経済成長率は標準想定より平均
２． ２８％上昇する 。又，経済成長率が上昇する一方，債務削減効果によっ て， 債

務残高 ・輸出比率も標準想定とほとんど変わらない。従って，このシナリオは ，

一応ベターな結果といえるが，経済成長率が，２％に留まっ ているということ

は， 経済開発という面では，不十分ということになる 。そこで，もう少し経済

成長率をあげるためのシナリオを考える必要がある 。

　経済成長率を高めるための一つの政策は，為替レートの切上げである 。そこ

で， ０に毎年５％の為替レート切上げを行ったときの変数の変化をみてみる 。

この場合，経済成長率は，平均２２４％と¢に比較して若干上昇し，一方債務残

高・ 輸出比率は少し悪化するが，この程度は許容範囲と考えられる 。従って ，

　のシナリオは，◎に比較してよりましであるが，経済成長率の上昇率は，依

然低く ，為替レート政策だけで経済成長率をあげるということは，難しいとい

うことになる 。

　　¢十経済援助の拡大策

　ここでは，¢の政策に，経済援助拡大政策を加え，１９９１年に５０億ドル経済援

助を追加し，その後３％の比率で上昇させ，１９９５年からは，さらに５０億ドル経

済援助を追加し（１９９０年に比較して，１００億ドルの経済援助増），その後３％で増大

した場合を考える 。シナリオ○に比較して，債務残高 ・輸出比率を改善させる

ので，債務問題を確実に解決する有効な手段となることには違いないが，経済

成長率を高めるという意味では，やはり弱いことがわかる。その理由は，債務

削減政策は，対先進国実質輸入を増やし，資本財確保が増大し，投資を押し上

げる要因になるが，一方では，鉱工業生産の稼働率を下げる要因になり ，投資

を押し下げることになり ，投資への効果が相殺され，結局経済成長率上昇には

あまり効果がないということになる 。

　以上のことからわかることは，投資増→資本ストッ ク増→生産増というルー

トを通して，経済成長率を高めていくためには，経済主体がもう少し投資態度

を積極的にしていかねばならないことを示している 。そこで次に，積極的投資

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１２）
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態度を追加したシナリオを考えてみる 。

　＠　０＋経済援助の増大十積極的投資態度

　ここで，経済援助をさらに強化し，１９９１年に５０億ドル援助額を増加し，その

後５％で上昇させ，１９９６年からさらに１００億ドル援助額を増やし，その後５％

で上昇させる 。

　この時，経済成長率は，平均３ ．４７％と ，大幅に上昇する 。しかし，債務残高

・輸出比率をみると ，逓増し，債務問題解決には，程遠い状態になり ，積極的

投資態度をとると ，たとえ相当に経済援助額を増やしても経済開発と債務問題

解決を両立することは，難しいことがわかる 。そこで問題になるのは，積極的

投資態度によっ て生じる累積債務問題をコントロールする債務管理政策のあり

方である 。さらに，債務問題に対して，為替政策を為替レート切下げで対応し ，

債務問題に割り当てることも重要になる。次にこのシナリオを考えてみよう 。

　　　＠十為替レート切下げ十債務管理政策強化

　ここで為替レートは，標準想定からさらに毎年５％づつ切り下げる 。ここで

は， 債務管理政策によっ て， 債務残高が増大すると ，対先進国輸入が抑制され ，

経済援助の効果も働いて，債務残高の累積的増大を抑止する 。その結果，債務

残高 ・輸出比率は，徐々に収束していく 。一方，経済成長率は，＠には及ばな

いが，平均成長率を３％弱維持することになる 。従 って，経済開発と債務問題

解決の両立を達成するシナリオとしては，このシナリオが，ベター であると思

われる 。

　このように，ラテンアメリカ経済の危機を打開する方向性としては，先進国

としては，債務削減政策の強化と経済援助の量的拡大 ・質的強化が必要であり
，

ラテンアメリカ自身としては，構造調整によっ て資本の生産性をあげると共に ，

積極的投資態度に転換すると共に，債務管理政策を強化することが，重要であ

ることがわか った 。

（１１３）
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［７１まとめ

本論文の分析で得られた主な結論は，次の通りである 。

１）アフリカ経済の長期的趨勢を展望すると ，累積債務問題が深刻化すると

　は考えられないが，実質経済成長率は大変低い水準に留まり ，経済危機は

　長期的に続くと予想される 。

２）アフリカ経済にとっ て， 先進国経済成長率の上昇，交易条件の改善，徳

　政令などの外的経済環境の変化は，累積債務問題の改善に有効であるが，

　経済成長率を高めるという目的に対しては，限られた効果しか発揮しない 。

　さらに，為替レート切下げによる輸出振興策は，あまり好ましくなく ，む

　しろ為替レート切上げあるいは安定のための為替政策が，経済成長率をあ

　げ債務問題を改善するのに効果がある 。

３）アフリカの経済開発にとっ て最も問題なのは，資本生産性が極端に低い

　ということである 。したがって，資本生産性を上がるような構造調整をア

　フリカ自身が行い，先進国も資本生産性上昇につながるような経済援助政

　策を考えるべきである 。これによっ て経済成長率を高めることが可能とな

　るが，その時債務問題が悪化するので，それに対して，先進国は債務削減

　政策および経済援助額の増大を実施すべきである 。

４）ラテンアメリカにとっ ても ，外的経済環境の好転は，債務問題改善に一

　定の効果を示すが，経済成長率をあげるという面ではその効果を期待でき

　ない 。

　　また，為替レート切下げは，債務問題改善という目的に割り当てると有

　効であるが，経済成長率に割り当てることは好ましくない。逆に為替レー

　ト切上げは，経済成長率に割り当てるべきであり ，債務問題改善に割り当

　てるべきではない。このように為替政策は，国内の経済成長率を重視する

　か対外的不均衡問題を重視するかで運用を機動的に行うべきである 。

　　　　　　　　　　　　　　　（１１４）



　アフリカ ・ラテンアメリカの債務問題調整下の経済成長の可能性について（本田）１１５

５）ラテンアメリカの経済開発と債務問題解決を同時達成するには，先進国

の債務削減政策及び経済援助の増額，ラテンアメリカの積極的投資政策 ，

資本生産性を高めるための構造調整政策，債務問題に機動的に対応する債

務管理政策が必要になる 。
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